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広島市告示第５５２号　

令和４年１２月１日　

　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項にお

いて準用する同法第１９条第１項の規定により、広島圏都市計画

（広島平和記念都市建設計画）生産緑地地区を変更したので、同

法第２１条第２項において準用する同法第２０条第１項の規定に

より、次のとおり告示します。

　なお、都市計画法第２１条第２項において準用する同法第２０

条第２項の規定により、関係図書を広島市都市整備局都市計画

課、東区役所建設部建築課、安佐南区役所農林建設部建築課、安

佐北区役所農林建設部建築課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　都市計画の種類

　　広島圏都市計画（広島平和記念都市建設計画）生産緑地地区

２　都市計画を変更する土地の区域

　　広島市東区牛田旭一丁目の一部ほか５４地区

３　縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市都市整備局都市計画課

　　広島市東区東蟹屋町９番３８号

　　　東区役所建設部建築課

　　広島市安佐南区古市一丁目３３番１４号

　　　安佐南区役所農林建設部建築課

　　広島市安佐北区可部四丁目１３番１３号

　　　安佐北区役所農林建設部建築課



広島市告示第５５３号　

令和４年１２月１日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項及び第

５３条第１項に規定する指定居宅サービス事業者及び指定介護予

防サービス事業者として次に掲げる者を指定したので、同法第７

８条第１号及び第１１５条の１０第１号の規定により告示しま

す。

　指定年月日　令和４年１２月１日

広島市長　　松　井　一　實　

事業者 事業所
サービスの種類

名称 名称 所在地

ラルゴ合同会
社

ヘ ル パ ー ス
テーション藤
の花

広島市中区河
原町１番２２
－２０３号

訪問介護

Ｃｏｍｍｏｎ
株式会社

コモンハウス
ヘ ル パ ー ス
テーション

広島市西区楠
木町一丁目１
２番３号

訪問介護

株式会社ネク
ストプラン

水道修理ネク
スト＠安佐南
店

広島市安佐南
区高取北一丁
目８番８号Ｒ
ＹＯＳＯＢＩ

特定福祉用具販
売及び特定介護
予防福祉用具販
売

告 示 ＬＤ１階



広島市告示第５５４号　

令和４年１２月１日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の４５の３

第１項に規定する指定事業者として次に掲げる者を指定したの

で、広島市介護予防・日常生活支援総合事業の事業者指定等に関

する要綱第７条第１項の規定により告示します。

　指定年月日　令和４年１２月１日

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第５５５号　

令和４年１２月１日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４２条の２第１項及

び第５４条の２第１項に規定する指定地域密着型サービス事業者

又は指定地域密着型介護予防サービス事業者として次に掲げる者

を指定したので、同法第７８条の１１第１号又は第１１５条の２

０第１号の規定により告示します。

　指定年月日　令和４年１２月１日

広島市長　　松　井　一　實　



事業者 事業所
サービスの種類

名称 名称 所在地

Ｃｏｍｍｏｎ
株式会社

コモンハウス
ヘ ル パ ー ス
テーション

広島市西区楠
木町一丁目１
２番３号

訪問介護サービ
ス、生活援助特
化型訪問サービ
ス

合同会社悠
悠ヘルパース
テーション

広島市佐伯区
坪井二丁目１
０７６番地２
０１

訪問介護サービ
ス、生活援助特
化型訪問サービ
ス

株式会社はー
と ふ る ケ ア
サービス

はーとふるケ
アサービス安
芸

広島県安芸郡
府中町柳ヶ丘
７１番２７号
メゾンはーと
ふる

訪問介護サービ
ス、生活援助特
化型訪問サービ
ス

合 同 会 社
ビューティフ
ルライフ

デイサービス
ビューティフ
ルライフ

広島県安芸郡
府中町山田二
丁目２番１５
号土井ビル

１日型デイサー
ビス

事業者 事業所
サービスの種類

名称 名称 所在地

株式会社エポ
カケアサービ
ス

小規模多機能
ホーム庚午・
みどりの家

広島市西区庚
午北二丁目５
番５号

小規模多機能型
居宅介護及び介
護予防小規模多
機能型居宅介護

メディカル・
ケア・サービ
ス関西株式会
社

愛の家グルー
プホーム広島
温品

広島市東区温
品二丁目１番
９号

認知症対応型共
同生活介護及び
介護予防認知症
対応型共同生活
介護



第１１１２号　―３１―令和５年１月３１日 広 島 市 報

広島市告示第５５６号　

令和４年１２月１日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項に規定

する指定居宅介護支援事業者として次に掲げる者を指定したの

で、同法第８５条第１号の規定により告示します。

　指定年月日　令和４年１２月１日

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第５５７号　

令和４年１２月５日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　イオン宇品ショッピングセンター

　　所在地　広島市南区宇品東六丁目７５２番１　ほか

２　大規模小売店舗を設置する者

　　イオンリテール株式会社

　　代表取締役　井出　武美

　　千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１

３　変更事項

　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）別紙のとおり

　　（変更後）別紙のとおり

４　変更年月日

　　別紙のとおり

５　届出年月日

　　令和４年１２月５日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市南区皆実町一丁目５番４４号

　　　広島市南区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和４年１２月５日から令和５年４月５日まで。ただし、

広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）

第１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

事業者 事業所
サービスの種類

名称 名称 所在地

しあわせづく
り株式会社

しあわせづく
りケアプラン
センター

広島市安佐南
区西原三丁目
１１番１号

居宅介護支援

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和５年４月５日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

別紙　略



広島市告示第５５８号　

令和４年１２月６日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　フジグラン緑井

　　所在地　広島市安佐南区緑井一丁目１番

２　大規模小売店舗を設置する者

　　緑井まちづくり株式会社

　　代表取締役　吉本　泰徳

　　広島市安佐南区録井一丁目５番１－３０８号

　　ほか４法人、１８名

３　変更事項

　　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並び

に法人にあっては代表者の氏名　略

　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及

び住所並びに法人にあっては代表者の氏名　略

４　変更年月日

　　上記３のとおり

５　届出年月日

　　令和４年１２月５日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市安佐南区古市一丁目３３番１４号

　　　広島市安佐南区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和４年１２月６日から令和５年４月６日まで。ただし、

広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）



―３２―　第１１１２号 令和５年１月３１日広 島 市 報

第１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和５年４月６日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課



広島市告示第５５９号　

令和４年１２月７日　

　広島市市税条例（昭和２９年広島市条例第２５号）第３４条の

６第１項第３号の寄附金として、平成２１年６月２５日付け広島

市告示第２７９号において指定を行った次の者に対する寄附金に

関して、令和４年６月１５日以後に支出された寄附金については

当該指定を取り消したので、同条第５項の規定により告示する。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第５６０号　

令和４年１２月７日　

　広島市市税条例（昭和２９年広島市条例第２５号）第３４条の

６第１項第３号の寄附金として、次の者に対する寄附金を指定し

たので、同条第５項の規定により告示する。

　令和４年１１月４日以降に支出された当該寄附金について、広

島市市税条例第３４条の６第１項第３号の規定を適用する。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第５６１号　

令和４年１２月９日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

名称 所在地 取り消しの理由

学校法人放光
学園

広島市安芸区
中野三丁目１
１番６号

特定公益増進法人であることの
証明書の証明期間満了のため
（令和４年６月１４日まで）

寄附金を受領する者 寄附金を受領する者の所在地

学校法人放光学園 広島市安芸区中野三丁目１１番６号

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　ＬＥＣＴ（レクト）

　　所在地　広島市西区扇二丁目１番１ほか

２　大規模小売店舗を設置する者

　　株式会社イズミ

　　代表取締役社長　山西　泰明

　　広島市東区二葉の里三丁目３番１号

　　株式会社カインズ

　　代表取締役　土屋　裕雅

　　埼玉県本庄市早稲田の杜一丁目２番１号

３　変更事項

　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）別紙１のとおり

　　（変更後）別紙２のとおり

４　変更年月日

　　別紙１及び別紙２のとおり

５　届出年月日

　　令和４年１２月８日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市西区福島町二丁目２番１号

　　　広島市西区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和４年１２月９日から令和５年４月９日まで。ただし、

広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）

第１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和５年４月９日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

別紙１及び別紙２　略



広島市告示第５６２号　

令和４年１２月９日　



第１１１２号　―３３―令和５年１月３１日 広 島 市 報

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　ゆめタウン五日市

　　所在地　広島市佐伯区五日市五丁目１５５３番１ほか

２　大規模小売店舗を設置する者

　　株式会社イズミ

　　代表取締役社長　山西　泰明

　　広島市東区二葉の里三丁目３番１号

３　変更事項

　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）別紙のとおり

　　（変更後）別紙のとおり

４　変更年月日

　　別紙のとおり

５　届出年月日

　　令和４年１２月８日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市佐伯区海老園二丁目５番２８号

　　　広島市佐伯区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和４年１２月９日から令和５年４月９日まで。ただし、

広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）

第１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和５年４月９日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

別紙　略



広島市告示第５６３号　

令和４年１２月９日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　コストコホールセール広島倉庫店

　　所在地　広島市南区南蟹屋二丁目５１４番５０ほか

２　大規模小売店舗を設置する者

　　コストコホールセールジャパン株式会社

　　代表取締役　ケン・テリオ

　　千葉県木更津市瓜倉３６１番地（金田西２街区２画地）

３　変更事項

　　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並び

に法人にあっては代表者の氏名　略

　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及

び住所並びに法人にあっては代表者の氏名　略

４　変更年月日

　　令和４年８月１日

５　届出年月日

　　令和４年１２月９日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市南区皆実町一丁目５番４４号

　　　広島市南区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和４年１２月９日から令和５年４月９日まで。ただし、

広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）

第１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和５年４月９日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課



広島市告示第５６４号　



―３４―　第１１１２号 令和５年１月３１日広 島 市 報

令和４年１２月１２日　

　次の者を指定納付受託者に指定したので、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２３１条の２の３第２項の定めるところに

より告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　指定納付受託者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所

在地

　　名称　株式会社ペイジェント

　　代表者の氏名　代表取締役社長　河合　寛

　　主たる事務所の所在地　東京都渋谷区円山町１９－１

　　　　　　　　　　　　　渋谷プライムプラザ

２　指定納付受託者に納付させる歳入の種類

　　入学者選抜料（中等教育学校分に限る。）

３　指定納付受託者の指定をした日

　　令和４年１２月１２日

４　指定納付受託者に歳入を納付させる期間

　　令和４年１２月１２日から同月２２日まで



広島市告示第５６５号　

令和４年１２月１２日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第５条第１

項の規定により大規模小売店舗の新設の届出があったので、同条

第３項の規定により、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　（仮称）スーパーオートバックス広島観音新町店

　　所在地　広島市西区観音新町四丁目２８７３番１

２　大規模小売店舗を設置する者

　　株式会社オートバックスセブン

　　代表取締役　堀井　勇吾

　　東京都江東区豊洲五丁目６番５２号

３　大規模小売店舗において小売業を行う者

　　株式会社オートバックス南日本販売広島カンパニー

　　代表取締役　西川　征宏

　　広島市南区東雲三丁目７番１８号

４　大規模小売店舗の新設をする日

　　令和５年８月１０日

５　大規模小売店舗内の店舗面積の合計

　　１，０９９平方メートル

６　大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

　　駐車場の収容台数

　　　３２台

　　駐輪場の収容台数

　　　５台

　　荷さばき施設の面積

　　　８３平方メートル

　　廃棄物等の保管施設の容量

　　　２１立方メートル

７　大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項　略

８　届出年月日

　　令和４年１２月９日

９　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市西区福島町二丁目２番１号

　　　広島市西区役所市民部区政調整課

１０　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和４年１２月１２日から令和５年４月１２日まで。ただ

し、広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９

号）第１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

１１　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

１２　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和５年４月１２日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課



広島市告示第５６６号　

令和４年１２月１３日　

　開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和４３

年法律第１００号）第３６条第３項の規定により次のとおり公告

します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　開発区域又は工区に含まれる地域の名称

　　広島市佐伯区五日市町大字下河内字川坂の２番１、２番２、

２番３、３番１及び３番２の一部

２　開発面積

　　２，４１０．３３㎡

３　許可を受けた者の住所及び氏名

　　東京都千代田区二番町８番地８

　　株式会社セブン－イレブン・ジャパン

　　代表取締役　永松　文彦

４　検査済証交付年月日

　　令和４年１２月１３日



広島市告示第５６７号　



第１１１２号　―３５―令和５年１月３１日 広 島 市 報

令和４年１２月１３日　

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７１条第４項の規

定に基づき、教育委員会中央地区学校事務センター所長の物品出

納員事務の一部委任を次のとおり解除させたので告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　委任の解除を受けた物品分任出納員

　　町中学校　教頭　並川　聡之

２　委任を解除させた事務

　　町中学校における物品の出納保管に関する事務

３　解除年月日

　　令和４年１１月２８日



広島市告示第５６８号　

令和４年１２月１４日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための医療を担当

する機関として、次に掲げる機関の指定の更新をしたので、生活

保護法第５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる機関　略



広島市告示第５６９号　

令和４年１２月１４日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための医療を担当

する機関として、次に掲げる機関の指定の更新をしたので、生活

保護法第５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる機関　略



広島市告示第５７０号　

令和４年１２月１４日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための医療を担当

する機関として、次に掲げる機関を指定したので、生活保護法第

５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

名称 所在地 指定年月日 指定有効期限

鶴見クリニッ
ク

広島市中区東平
塚町４－１２ブ
ルーシャトービ
ル１階

令和４年１１
月１日

令和１０年１
０月３１日

ＲＹＯ　ＤＥ
ＮＴＡＬ　Ｃ
ＬＩＮＩＣ

広島市中区富士
見町１－１熊本
ビル２Ｆ

令和４年１１
月１日

令和１０年１
０月３１日

古江クリニッ
ク

広島市東区戸坂
中町６－８

令和４年１１
月４日

令和１０年１
１月３日

か ね は ら 内
科・呼吸器ク
リニック

広島市西区楠木
町三丁目１－１
０

令和４年１１
月１日

令和１０年１
０月３１日

むらき小児科
広島市西区庚午
北二丁目２２－
４

令和４年１１
月１日

令和１０年１
０月３１日

安佐南区内科
リウマチ科ク
リニック

広島市安佐南区
伴東五丁目２１
－３５

令和４年１１
月１日

令和１０年１
０月３１日

きたがわ歯科
クリニック

広島市安佐南区
園三丁目６４
－６

令和４年１１
月１日

令和１０年１
０月３１日

ウォンツ八木
薬局

広島市安佐南区
八木五丁目５－
３３

令和４年１２
月１日

令和１０年１
１月３０日

しらさぎ診療
所

広 島 市 佐 伯 区
楽々園二丁目１
－３４

令和４年１１
月１日

令和１０年１
０月３１日

楽々園内科呼
吸器クリニッ
ク

広 島 市 佐 伯 区
楽々園五丁目９
－５－３０３

令和４年１１
月１日

令和１０年１
０月３１日



広島市告示第５７１号　

令和４年１２月１４日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号）第１４条第４項の規定により、次に掲げる指定医療機関

から廃止の届出があったので、生活保護法第５５条の３第２号の

規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる指定医療機関　略



広島市告示第５７２号　

令和４年１２月１４日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号）第１４条第４項の規定により、次に掲げる指定医療機関

から変更の届出があったので、生活保護法第５５条の３第２号の

規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる指定医療機関　略



―３６―　第１１１２号 令和５年１月３１日広 島 市 報



広島市告示第５７３号　

令和４年１２月１４日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条第２項にお

いて準用する同法第５０条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第４項の

規定により、医療扶助のための施術者から変更の届出があったの

で、生活保護法第５５条の３第２号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

医療扶助のための施術者　略



広島市告示第５７４号　

令和４年１２月１４日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条第２項にお

いて準用する同法第５０条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第４項の

規定により、医療扶助のための施術者の廃止の届出があったの

で、生活保護法第５５条の３第２号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

医療扶助のための施術者　略



広島市告示第５７５号　

令和４年１２月１５日　

　道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定に

基づき、次の市道の路線を廃止します。

　その関係図面は、令和４年１２月１５日から令和５年１月４日

まで広島市道路交通局道路管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

整理
番号

路線名
起点

終点

17593
南４区５４
６号線

南区宇品海岸三丁目３２８番地５４０
地先

南区宇品海岸三丁目３２８番地５３２
地先

17594
佐伯１区５
１２号線

佐伯区石内北三丁目５０１４番地２４
地先

佐伯区石内北三丁目１３９２番地９地
先

17595
佐伯１区５
４４号線

佐伯区石内北三丁目５０１０番地５６
地先

佐伯区石内北三丁目５０１０番地１０
８地先

17596
佐伯１区５
４５号線

佐伯区石内北三丁目５０１０番地２０
２地先

佐伯区石内北三丁目５０１０番地１９
０地先

17597
佐伯１区５
４６号線

佐伯区石内北三丁目５０１０番地１７
８地先

佐伯区石内北三丁目５０１０番地１４
２地先

17598
佐伯１区５
４７号線

佐伯区石内北三丁目５０１０番地２１
０地先

佐伯区石内北三丁目５０１０番地３５
地先



広島市告示第５７６号　

令和４年１２月１５日　

　道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条の規定に基づき、

市道の路線を次のように認定します。

　その関係図面は、令和４年１２月１５日から令和５年１月４日

まで広島市道路交通局道路管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

整理
番号

路線名
起点

終点

17599
南４区５４
６号線

南区宇品海岸三丁目３２８番地５４０
地先

南区宇品海岸三丁目３２８番地５４１
地先

17600
西２区２１
０号線

西区南観音五丁目１４８２番地１地先

西区南観音五丁目１４８２番地３地先

17601
西２区２１
１号線

西区観音新町四丁目２８７４番地１１
４地先

西区観音新町四丁日２８７４番地２０
８地先

17602
西３区５１
１号線

西区己斐上三丁目１５８１番地１４地
先

西区己斐上三丁目１５８１番地１１地
先

17603
安佐南１区
５２６号線

安佐南区川内一丁目１０４５番地５地
先

安佐南区川内一丁目１０４５番地７地
先

17604
安佐南１区
５２７号線

安佐南区川内五丁目１００７番地１６
地先

安佐南区川内五丁目１００７番地１５
地先

17605
安佐南２区
１１５５号
線

安佐南区東野二丁目６６８番地１６地
先

安佐南区東野二丁目６６８番地１８地
先

17606
安佐北２区
１１３５号
線

安佐北区深川三丁目１１２番地４地先

安佐北区深川三丁目１３６番地４地先

17607
安佐北３区
１００３号
線

安佐北区大林町字石林２６０１番地地
先

安佐北区大林町字代田２４３９番地２
地先

17608
安佐北３区
１００４号

安佐北区大林町字石林２６８３番地１
３地先
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線 安佐北区大林町字代田２４１５番地１
地先

17609
安佐北３区
１００５号
線

安佐北区可部南五丁目１７３６番地７
地先

安佐北区可部南五丁目１６５８番地４
地先

17610
安佐北３区
１００６号
線

安佐北区可部南五丁目１７３６番地９
地先

安佐北区可部南五丁目１６５８番地５
地先

17611
安佐北３区
１００７号
線

安佐北区亀山三丁目１３３０番地２地
先

安佐北区亀山三丁目１３３０番地１１
地先

17612
佐伯１区５
１２号線

佐伯区石内北三丁目５０１４番地２４
地先

佐伯区石内北三丁目５０１０番地３５
地先

17613
佐伯１区５
４４号線

佐伯区石内北三丁目１３９２番地９地
先

佐伯区石内北三丁目５０１０番地１０
８地先

17614
佐伯１区５
４５号線

佐伯区石内北三丁目５０１１番地５９
地先

佐伯区石内北三丁目５０１０番地１９
０地先

17615
佐伯１区５
４６号線

佐伯区石内北三丁目５０１０番地１８
６地先

佐伯区石内北三丁目５０１０番地１４
２地先

17616
佐伯１区５
５４号線

佐伯区石内北三丁目５０１１番地２６
地先

佐伯区石内北三丁目５０１１番地１９
地先

17617
佐伯１区５
５５号線

佐伯区石内北三丁目５０１１番地１２
３地先

佐伯区石内北三丁目５０１１番地５０
地先

17618
佐伯１区５
５６号線

佐伯区石内北三丁目５０１１番地１０
０地先

佐伯区石内北三丁目５０１１番地１９
地先

17619
佐伯１区５
５７号線

佐伯区石内北三丁目５０１１番地７７
地先

佐伯区石内北三丁目５０１１番地７５
地先

17620
佐伯１区５
５８号線

佐伯区石内北三丁目５０１０番地２０
６地先

佐伯区石内北三丁目５０１０番地２０
３地先

17621
佐伯３区３
３５号線

佐伯区三宅三丁目８６０番地６地先

佐伯区三宅三丁目８４３番地１９地先



広島市告示第５７７号　

令和４年１２月１５日　

　道路の区域を次のように決定したので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、告示します。

　その関係図面は、令和４年１２月１５日から令和５年１月４日

まで広島市道路交通局道路管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

道路の
種類

路線名 敷地の幅員 敷地の延長

市　道
南４区５４
６号線

5.90
～　

12.00

メートル メートル
223.50

市　道
西２区２１
０号線

5.00
～　
9.00

メートル メートル
23.13

市　道
西２区２１
１号線

10.00
～　

54.61

メートル メートル
209.51

市　道
西３区５１
１号線

6.00
～　

13.46

メートル メートル
52.00

市　道
安佐南１区
５２６号線

4.20
～　
9.24

メートル メートル
33.30

市　道
安佐南１区
５２７号線

6.00
～　

10.18

メートル メートル
18.65

市　道
安佐南２区
１１５５号
線

4.10
～　
8.17

メートル メートル
26.88

市　道
安佐北２区
１１３５号
線

5.00
～　
8.35

メートル メートル
38.07

市　道
安佐北３区
１００３号
線

4.00
～　

21.00

メートル メートル
495.70

市　道
安佐北３区
１００４号
線

4.00
～　

10.00

メートル メートル
77.00

市　道
安佐北３区
１００５号
線

6.10
～　

11.65

メートル メートル
139.17

市　道
安佐北３区
１００６号
線

6.00
～　

13.09

メートル メートル
129.15

市　道
安佐北３区
１００７号
線

4.50
～　
8.66

メートル メートル
36.40

市　道
佐伯１区５
１２号線

6.00
～　

113.38

メートル メートル
1,333.26

市　道
佐伯１区５
４４号線

6.01
～　

13.40

メートル メートル
190.89

市　道
佐伯１区５
４５号線

9.00
～　

17.25

メートル メートル
132.21

市　道
佐伯１区５
４６号線

6.00
～　

13.09

メートル メートル
91.33

市　道
佐伯１区５
５４号線

6.01
～　

14.11

メートル メートル
83.87
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市　道
佐伯１区５
５５号線

6.00
～　

14.11

メートル メートル
268.67

市　道
佐伯１区５
５６号線

6.00
～　

17.39

メートル メートル
348.76

市　道
佐伯１区５
５７号線

6.00
～　

13.53

メートル メートル
47.30

市　道
佐伯１区５
５８号線

6.01
～　

14.00

メートル メートル
49.43

市　道
佐伯３区３
３５号線

6.00
～　

13.00

メートル メートル
91.62



広島市告示第５７８号　

令和４年１２月１５日　

　道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和４年１２月１５日から令和５年１月４日

まで広島市道路交通局道路管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

道路の
種類

路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市　道
南４区
５４６
号線

南区宇品海岸三丁目３２８
番地５４０地先 令和４年１２月

１５日南区宇品海岸三丁目３２８
番地５４１地先

市　道
西２区
２１０
号線

西区南観音五丁目１４８２
番地１地先 令和４年１２月

１５日西区南観音五丁目１４８２
番地３地先

市　道
西２区
２１１
号線

西区観音新町四丁目２８７
４番地１１４地先 令和４年１２月

１５日西区観音新町四丁目２８７
４番地２０８地先

市　道
西３区
５１１
号線

西区己斐上三丁目１５８１
番地１４地先 令和４年１２月

１５日西区己斐上三丁目１５８１
番地１１地先

市　道

安佐南
１区５
２６号
線

安佐南区川内一丁目１０４
５番地５地先 令称４年１２月

１５日安佐南区川内一丁目１０４
５番地７地先

市　道

安佐南
１区５
２７号
線

安佐南区川内五丁目１００
７番地１６地先 令和４年１２月

１５日安佐南区川内五丁目１００
７番地１５地先

市　道

安佐南
２区１
１５５
号線

安佐南区東野二丁目６６８
番地１６地先 令和４年１２月

１５日安佐南区東野二丁目６６８
番地１８地先

市　道
安佐北
２区１

安佐北区深川三丁目１１２
番地４地先 令和４年１２月

１３５
号線

安佐北区深川三丁目１３６
番地４地先

１５日

市　道

安佐北
３区１
００５
号線

安佐北区可部南五丁目１７
３６番地７地先 令和４年１２月

１５日安佐北区可部南五丁目１６
５８番地４地先

市　道

安佐北
３区１
００６
号線

安佐北区可部南五丁目１７
３６番地９地先 令和４年１２月

１５日安佐北区可部南五丁目１６
５８番地５地先

市　道

安佐北
３区１
００７
号線

安佐北区亀山三丁目１３３
０番地２地先 令和４年１２月

１５日安佐北区亀山三丁目１３３
０番地１１地先

市　道
佐伯１
区５１
２号線

佐伯区石内北三丁目５０１
４番地２４地先 令和４年１２月

１５日佐伯区石内北三丁目５０１
０番地３５地先

市　道
佐伯１
区５４
４号線

佐伯区石内北三丁目１３９
２番地９地先 令和４年１２月

１５日佐伯区石内北三丁目５０１
０番地１０８地先

市　道
佐伯１
区５４
５号線

佐伯区石内北三丁目５０１
１番地５９地先 令和４年１２月

１５日佐伯区石内北三丁目５０１
０番地１９０地先

市　道
佐伯１
区５４
６号線

佐伯区石内北三丁目５０１
０番地１８６地先 令和４年１２月

１５日佐伯区石内北三丁目５０１
０番地１４２地先

市　道
佐伯１
区５５
４号線

佐伯区石内北三丁目５０１
１番地２６地先 令和４年１２月

１５日佐伯区石内北三丁目５０１
１番地１９地先

市　道
佐伯１
区５５
５号線

佐伯区石内北三丁目５０１
１番地１２３地先 令和４年１２月

１５日佐伯区石内北三丁目５０１
１番地５０地先

市　道
佐伯１
区５５
６号線

佐伯区石内北三丁目５０１
１番地１００地先 令和４年１２月

１５日佐伯区石内北三丁目５０１
１番地１９地先

市　道
佐伯１
区５５
７号線

佐伯区石内北三丁目５０１
１番地７７地先 令和４年１２月

１５日佐伯区石内北三丁目５０１
１番地７５地先

市　道
佐伯１
区５５
８号線

佐伯区石内北三丁目５０１
０番地２０６地先 令和４年１２月

１５日佐伯区石内北三丁目５０１
０番地２０３地先

市　道
佐伯３
区３３
５号線

佐伯区三宅三丁目８６０番
地６地先 令和４年１２月

１５日佐伯区三宅三丁目８４３番
地１９地先



広島市告示第５７９号　

令和４年１２月１６日　
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　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　フォレオ広島東

　　所在地　広島市東区温品一丁目１１２１番地１ほか

２　大規模小売店舗を設置する者

　　大和ハウス工業株式会社

　　代表取締役　芳井　敬一

　　大阪市北区梅田三丁目３番５号

３　変更事項

　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）別紙１のとおり

　　（変更後）別紙２のとおり

４　変更年月日

　　別紙１及び別紙２のとおり

５　届出年月日

　　令和４年１２月１６日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市東区東蟹屋町９番３８号

　　　広島市東区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和４年１２月１６日から令和５年４月１６日まで。ただ

し、広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９

号）第１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和５年４月１６日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

別紙１及び別紙２　略



広島市告示第５８０号　

令和４年１２月１６日　

　広島市公園条例（昭和３９年広島市条例第１８号）第１６条の

７の規定に基づき、旧広島市民球場跡地イベント広場内の園路の

呼称を次のとおり定めたので、同条第２項の規定により告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

１　新たに呼称を定める施設

　　旧広島市民球場跡地イベント広場内の園路（施設の位置は別

図のとおり）

２　新たな呼称

　　ピースプロムナード

３　新たな呼称の使用開始時期

　　令和５年３月３１日

別図　略



広島市告示第５８１号　

令和４年１２月１９日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条第１項及び

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第３０号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための施術

者として次に掲げる者を指定したので、生活保護法第５５条の３

第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

医療扶助のための施術者　略



広島市告示第５８２号　

令和４年１２月２０日　

　公共下水道の供用を次のとおり開始するので、下水道法（昭和

３３年法律第７９号）第９条第１項の規定により告示します。

　なお、関係図面は、下水道局施設部計画調整課において縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　供用を開始する年月日

　　令和４年１２月２０日

２　下水を排除する区域及び排水施設の方式

　　別紙のとおり。

３　供用を開始する排水施設の位置

　　下水道局施設部計画調整課において縦覧に供する関係図面の

とおり。

（別　紙）

区分
下水を排除する区域 排水施設

の方式区名 町名

安佐南区

長束五丁目、伴西四丁目、
伴南一丁目、伴南二丁目、
伴南三丁目、伴南四丁目、
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汚水及び
雨水を排除

伴南五丁目及び大塚西五丁
目の各一部

分流

佐伯区

五日市町大字石内、石内北
一丁目、石内北二丁目、石
内北三丁目、石内北四丁
目、石内北五丁目及び千同
三丁目の各一部

汚水を排除

東区 温品三丁目の一部

安佐南区
山本七丁目、伴中央二丁目
及び大塚西三丁目の各一部

安佐北区

可部町大字桐原、大林二丁
目、三入二丁目、可部東五
丁目及び安佐町大字久地の
各一部

安芸区 中野二丁目の一部

佐伯区

利松一丁目、千同三丁目、
坪井一丁目、三宅二丁目、
三宅三丁目及び三宅五丁目
の各一部



広島市告示第５８３号　

令和４年１２月２０日　

　公共下水道及び流域下水道の終末処理場による下水の処理を、

次のとおり開始するので、下水道法（昭和３３年法律第７９号）

第９条第２項において準用する同条第１項の規定により告示しま

す。

　なお、関係図面は、下水道局施設部計画調整課において縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　下水の処理を開始する年月日

　　令和４年１２月２０日

２　下水を処理する区域並びに終末処理場の位置及び名称

　　別紙のとおり。

（別　紙）

下水を処理する区域 終末処理場の位置
及び名称区名 町名

安佐南区

長束五丁目、山本七丁目、
伴中央二丁目、伴西四丁
目、伴南一丁目、伴南二丁
目、伴南三丁目、伴南四丁
目、伴南五丁目、大塚西三
丁目及び大塚西五丁目の各
一部

位置：広島市西区扇一
丁目１番１号

名称：広島市西部水資
源再生センター

安佐北区

可部町大字桐原、大林二丁
目、三入二丁目、可部東五
丁目及び安佐町大字久地の
各一部

佐伯区

五日市町大字石内、石内北
一丁目、石内北二丁目、石
内北三丁目、石内北四丁
目、石内北五丁目、利松一
丁目、千同三丁目、坪井一
丁目、三宅二丁目、三宅三
丁目及び三宅五丁目の各一
部

東区 温品三丁目の一部 位置：広島市南区向洋
沖町１番１号

名称：太田川流域下水
道東部浄化セン
ター

安芸区 中野二丁目の一部



広島市告示第５８４号　

令和４年１２月２０日　

　農業集落排水処理施設の供用を次のとおり開始するので、広島

市下水道条例（昭和４７年広島市条例第９６号）第２１条第２項

の規定により告示します。

　なお、関係図面は、下水道局施設部計画調整課において縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　供用を開始する年月日

　　令和４年１２月２０日

２　汚水を排除し、及び処理する区域並びに排水処理施設の名称



広島市告示第５８５号　

令和４年１２月２０日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条又は第１１条の規定に基づき保管してい

る自転車等について、所有権を取得したので告示します。

　なお、関係台帳は、広島市道路交通局自転車都市づくり推進課

において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第５８６号　

令和４年１２月２２日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　藤三向洋店

　　所在地　広島圏都市計画事業向洋駅周辺青崎土地区画整理事

業施行区域内仮換地７街区３画地ほか

２　大規模小売店舗を設置する者

　　ＪＲ西日本不動産開発株式会社

　　代表取締役　藤原　嘉人

　　大阪市北区中之島二丁目２番７号

３　変更事項

汚水を排除し、
及び処理する区域

排水処理施設の名称

沼田町大字吉山の一部 戸山農業集落排水処理施設



第１１１２号　―４１―令和５年１月３１日 広 島 市 報

　　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並び

に法人にあっては代表者の氏名　略

４　変更年月日

　　令和４年６月１７日

５　届出年月日

　　令和４年１２月２２日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市南区皆実町一丁目５番４４号

　　　広島市南区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和４年１２月２２日から令和５年４月２２日まで。ただ

し、広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９

号）第１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和５年４月２２日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課



広島市告示第５８７号　

令和４年１２月２２日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　フジ白島店

　　所在地　広島市中区白島中町１４番１

２　大規模小売店舗を設置する者

　　ＪＲ西日本不動産開発株式会社

　　代表取締役　藤原　嘉人

　　大阪市北区中之島二丁目２番７号

３　変更事項

　　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並び

に法人にあっては代表者の氏名　略

　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及

び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　　別紙のとおり

４　変更年月日

　　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並び

に法人にあっては代表者の氏名

　　　令和４年６月１７日

　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及

び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　　別紙のとおり

５　届出年月日

　　令和４年１２月２２日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市中区国泰寺町一丁目４番２１号

　　　広島市中区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和４年１２月２２日から令和５年４月２２日まで。ただ

し、広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９

号）第１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和５年４月２２日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

別紙　略



広島市告示第５８８号　

令和４年１２月２３日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための医療を担当

する機関として、次に掲げる機関を指定したので、生活保護法第

５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



―４２―　第１１１２号 令和５年１月３１日広 島 市 報

名称 所在地 指定年月日 指定有効期限

訪 問 看 護 ス
テーションｅ
ｌａｍａ可部

広島市安佐北区
可部七丁目１５
－４３

令和４年１１
月１日

令和１０年１
０月３１日



広島市告示第５８９号　

令和４年１２月２３日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号）第１４条第４項の規定により、次に掲げる指定医療機関

から変更の届出があったので、生活保護法第５５条の３第２号の

規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる指定医療機関　略



広島市告示第５９０号　

令和４年１２月２３日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条第１項及び

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第３０号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための施術

者として次に掲げる者を指定したので、生活保護法第５５条の３

第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

医療扶助のための施術者　略



広島市告示第５９１号　

令和４年１２月２６日　

　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項にお

いて準用する同法第１９条第１項の規定により、広島圏都市計画

（広島平和記念都市建設計画）区域区分を変更したので、同法第

２１条第２項において準用する同法第２０条第１項の規定によ

り、次のとおり告示します。

　なお、同法第２１条第２項において準用する同法第２０条第２

項の規定により、関係図書を広島市都市整備局都市計画課及び該

当する区役所の建築課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　都市計画の種類

　　広島圏都市計画（広島平和記念都市建設計画）区域区分

２　都市計画を変更した土地の区域

　　広島市中区吉島東一丁目の一部

　　広島市東区の温品六丁目及び温品町の各一部

　　広島市西区の古江上二丁目、観音新町三丁目及び観音新町四

丁目の各一部

　　広島市安佐南区の伴中央六丁目、大塚西一丁目、相田一丁目

及び相田町の各一部

　　広島市安佐北区の三入東一丁目、三入東二丁目、可部東四丁

目及び可部町大字上原の各一部

　　広島市安芸区の矢野東六丁目、矢野町及び瀬野南一丁目の各

一部

　　広島市佐伯区の五日市港二丁目及び五日市町の各一部並びに

五日市港一丁目の全部

３　縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市都市整備局都市計画課

　　広島市中区国泰寺町一丁目４番２１号

　　　中区役所建設部建築課

　　広島市東区東蟹屋町９番３８号

　　　東区役所建設部建築課

　　広島市西区福島町二丁目２番１号

　　　西区役所建設部建築課

　　広島市安佐南区古市一丁目３３番１４号

　　　安佐南区役所農林建設部建築課

　　広島市安佐北区可部四丁目１３番１３号

　　　安佐北区役所農林建設部建築課

　　広島市安芸区船越南三丁目４番３６号

　　　安芸区役所農林建設部建築課

　　広島市佐伯区海老園二丁目５番２８号

　　　佐伯区役所農林建設部建築課



広島市告示第５９２号　

令和４年１２月２６日　

　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項にお

いて準用する同法第１９条第１項の規定により、広島圏都市計画

（広島平和記念都市建設計画）用途地域を変更したので、同法第

２１条第２項において準用する同法第２０条第１項の規定によ

り、次のとおり告示します。

　なお、同法第２１条第２項において準用する同法第２０条第２

項の規定により、関係図書を広島市都市整備局都市計画課及び該

当する区役所の建築課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　都市計画の種類

　　広島圏都市計画（広島平和記念都市建設計画）用途地域

２　都市計画を変更した土地の区域

　　広島市中区吉島東一丁目の一部

　　広島市東区の温品六丁目及び温品町の各一部

　　広島市西区の古江上二丁目、観音新町三丁目及び観音新町四

丁目の各一部

　　広島市安佐南区の伴中央六丁目、大塚西一丁目、相田一丁目

及び相田町の各一部

　　広島市安佐北区の三入東一丁目、三入東二丁目、可部東四丁

目及び可部町大字上原の各一部

　　広島市安芸区の矢野東六丁目、矢野町及び瀬野南一丁目の各



第１１１２号　―４３―令和５年１月３１日 広 島 市 報

一部

　　広島市佐伯区の五日市港二丁目及び五日市町の各一部並びに

五日市港一丁目の全部

３　縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市都市整備局都市計画課

　　広島市中区国泰寺町一丁目４番２１号

　　　中区役所建設部建築課

　　広島市東区東蟹屋町９番３８号

　　　東区役所建設部建築課

　　広島市西区福島町二丁目２番１号

　　　西区役所建設部建築課

　　広島市安佐南区古市一丁目３３番１４号

　　　安佐南区役所農林建設部建築課

　　広島市安佐北区可部四丁目１３番１３号

　　　安佐北区役所農林建設部建築課

　　広島市安芸区船越南三丁目４番３６号

　　　安芸区役所農林建設部建築課

　　広島市佐伯区海老園二丁目５番２８号

　　　佐伯区役所農林建設部建築課



広島市告示第５９３号　

令和４年１２月２６日　

　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項にお

いて準用する同法第１９条第１項の規定により、広島圏都市計画

（広島平和記念都市建設計画）防火地域及び準防火地域を変更し

たので、同法第２１条第２項において準用する同法第２０条第１

項の規定により、次のとおり告示します。

　なお、同法第２１条第２項において準用する同法第２０条第２

項の規定により、関係図書を広島市都市整備局都市計画課及び該

当する区役所の建築課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　都市計画の種類

　　広島圏都市計画（広島平和記念都市建設計画）防火地域及び

準防火地域

２　都市計画を変更した土地の区域

　　広島市中区吉島東一丁目の一部

　　広島市西区の観音新町三丁目及び観音新町四丁目の各一部

　　広島市安佐北区の三入東一丁目及び三入東二丁目の各一部

３　縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市都市整備局都市計画課

　　広島市中区国泰寺町一丁目４番２１号

　　　中区役所建設部建築課

　　広島市西区福島町二丁目２番１号

　　　西区役所建設部建築課

　　広島市安佐北区可部四丁目１３番１３号

　　　安佐北区役所農林建設部建築課



広島市告示第５９４号　

令和４年１２月２６日　

　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項にお

いて準用する同法第１９条第１項の規定により、広島圏都市計画

（広島平和記念都市建設計画）下水道を変更したので、同法第２

１条第２項において準用する同法第２０条第１項の規定により、

次のとおり告示し、同条第２項により同法第１４条第１項に規定

する図書を縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　都市計画の種類

　　広島圏都市計画（広島平和記念都市建設計画）下水道

　　広島公共下水道

２　都市計画を変更する土地の区域

　　広島市中区吉島東一丁目の一部

　　広島市東区の温品六丁目及び温品町の各一部

　　広島市西区の古江上二丁目、観音新町三丁目及び観音新町四

丁目の各一部

　　広島市安佐南区の伴中央六丁目、大塚西一丁目、相田一丁目

及び相田町の各一部

　　広島市安佐北区の三入東一丁目、三入東二丁目、可部東四丁

目及び可部町大字上原の各一部

　　広島市安芸区の矢野東六丁目、矢野町及び瀬野南一丁目の各

一部

　　広島市佐伯区の五日市港二丁目及び五日市町の各一部並びに

五日市港一丁目の全部

３　図書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　広島市都市整備局都市計画課



広島市告示第５９５号　

令和４年１２月２６日　

　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項にお

いて準用する同法第１９条第１項の規定により、広島圏都市計画

（広島平和記念都市建設計画）地区計画を変更したので、同法第

２１条第２項において準用する同法第２０条第１項の規定によ

り、次のとおり告示します。

　なお、同法第２１条第２項において準用する同法第２０条第２

項の規定により、関係図書を広島市都市整備局都市計画課及び安

佐南区役所農林建設部建築課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　都市計画の種類

　　広島圏都市計画（広島平和記念都市建設計画）地区計画

２　名称、位置及び区域

名称 位置及び区域

西風新都伴中央平木地区
地区計画（変更）

広島市安佐南区の伴中央六丁目
及び大塚西一丁目の各一部
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３　縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市都市整備局都市計画課

　　広島市安佐南区古市一丁目３３番１４号

　　　安佐南区役所農林建設部建築課



広島市告示第５９６号　

令和４年１２月２６日　

　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項にお

いて準用する同法第１９条第１項の規定により、広島圏都市計画

（広島平和記念都市建設計画）地区計画を変更したので、同法第

２１条第２項において準用する同法第２０条第１項の規定によ

り、次のとおり告示します。

　なお、同法第２１条第２項において準用する同法第２０条第２

項の規定により、関係図書を広島市都市整備局都市計画課及び佐

伯区役所農林建設部建築課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　都市計画の種類

　　広島圏都市計画（広島平和記念都市建設計画）地区計画

２　名称、位置及び区域

３　縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市都市整備局都市計画課

　　広島市佐伯区海老園二丁目５番２８号

　　　佐伯区役所農林建設部建築課



広島市告示第５９７号　

令和４年１２月２６日　

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第５２条第１項第８

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第

３の５の項（に）の欄の規定に基づき、広島圏都市計画区域内の

用途地域の指定のない区域のうち市街化調整区域内の建築物につ

いて、容積率、建蔽率及び建築物の各部分の高さの限度を変更し

たので告示します。

　なお、この関係図書は広島市都市整備局指導部建築指導課にお

いて縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

名称 位置及び区域

広島港五日市地区
地区計画（変更）

広島市佐伯区の五日市港一丁目
及び五日市港二丁目の各一部

第５２条第１項第８号の規定に基づき定
める区域

第５２条第１項第８
号の規定に基づき定
める数値

１　市街化調整区域のうち２の項から５
の項までに掲げる区域を除く区域

１０分の１０

２　平成１６年広島市告示第２１２号
（以下「旧告示」という。）の施行の
際、次の各号のいずれかに該当する区

域
　　旧告示の施行の際、現に存する建

築物又は現に建築、修繕若しくは模
様替の工事中の建築物の敷地の区域
で容積率が１０分の１０を超えてい
る区域

　　都市計画法（昭和４３年法律第１
００号）第４１条第１項の規定に基
づき容積率が１０分の１０を超え１
０分の２０以下と定められている区
域

１０分の２０

３　旧告示の施行の際、都市計画法第４
１条第１項の規定に基づき容積率が１
０分の２０を超え１０分の３０以下と
定められている区域

１０分の３０

４　旧告示の施行の際、都市計画法第４
１条第１項の規定に基づき容積率が１
０分の３０を超えて定められている区
域

１０分の４０

５　都市計画法第１２条の４第１項の規
定に基づく地区計画の区域（別図２の
Ａ並びに別図３のＢ並びに別図４のＣ
及びＤ並びに別図５のＥ並びに別図
６のＦ並びに別図７のＧの部分に限
る。）内において、同法第１２条の５
第７項の規定に基づき容積率を１０分
の２０と定める区域

１０分の２０

第５３条第１項第６号の規定に基づき定
める区域

第５３条第１項第６
号の規定に基づき定
める数値

１　市街化調整区域のうち２の項から５
の項に掲げる区域を除く区域

１０分の５

２　旧告示の施行の際、次の各号のいず
れかに該当する区域

　　旧告示施行の際、現に存する建築
物又は現に建築、修繕若しくは模様
替の工事中の建築物の敷地の区域で
建蔽率が１０分の５を超えている区
域

　　都市計画法第４１条第１項の規定
に基づき建蔽率が１０分の５を超え
１０分の６以下と定められている区
域

１０分の６

３　旧告示の施行の際、都市計画法第４
１条第１項の規定に基づき建蔽率が１
０分の６を超えて定められている区域

１０分の７

４　都市計画法第１２条の４第１項の規
定に基づく地区計画の区域（別図３の
Ｂ並びに別図４のＤ並びに別図５のＥ
並びに別図６のＦ並びに別図７のＧの
部分に限る。）内において、同法第１
２条の５第７項の規定に基づき建蔽率
を１０分の６と定める区域

１０分の６

５　都市計画法第１２条の４第１項の規
定に基づく地区計画の区域（別図２の
Ａ及び別図４のＣの部分に限る。）内
において、同法第１２条の５第７項の
規定に基づき建蔽率を１０分の７と定
める区城

１０分の７

第５６条第１項第２号ニの規定に基づき
定める区域

第５６条第１項第２
号ニの規定に基づき
定める数値
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１　市街化調整区域のうち２の項及び３
の項に掲げる区域を除く区域

１．２５

２　旧告示の施行の際、都市計画法第４
１条第１項の規定に基づき建築物の各
部分の高さの制限について「近隣商業
地域に準ずる」又は「商業地域に準ず
る」と定められている区域

２．５

３　都市計画法第１２条の４第１項の規
定に基づく地区計画の区域（別図２の
Ａ並びに別図３のＢ並びに別図４のＣ
の部分に限る。）内において、同法第
１２条の５第７項の規定に基づき、建
築物の高さの最高限度について「隣地
境界線までの水平距離のうち最小のも
のに相当する距離を加えたものに２．
５を乗じて得たもの」と定める区域

２．５

法別表第３の５の項（に）の欄の規定に
基づき定める区域

法別表第３の５の項
（に）の欄の規定に
基づき定める数値

１　市街化調整区域のうち２の項及び３
の項に掲げる区域を除く区域

１．２５

２　旧告示の施行の際、都市計画法第４
１条第１項の規定に基づき建築物の各
部分の高さの制限について「近隣商業
地域に準ずる」又は「商業地域に準ず
る」と定められている区域

１．５

３　都市計画法第１２条の４第１項の規
定に基づく地区計画の区域（別図２の
Ａ並びに別図３のＢ並びに別図４のＣ
の部分に限る。）内において、同法第
１２条の５第７項の規定に基づき、建
築物の高さの最高限度について「前面
道路の反対側の境界線までの水平距離
に１．５を乗じて得たもの」と定める
区域

１．５

別図１から別図７まで　略



広島市告示第５９８号　

令和４年１２月２６日　

　広島市市営駐車場条例（昭和４５年広島市条例第１３号）第６

条の規定に基づき、路上駐車場の休止を次のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　休止する駐車場及び期間

２　休止する理由

　　道路環境整備工事にあたり、当該駐車場が必要なため。



広島市告示第５９９号　

令和４年１２月２７日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

駐車場名 区画数 休止する期間

広島市市営富士見
第六駐車場

１５区画

令和５年１月２１日（土）午
前零時から
同年３月３１日（金）午後５
時まで

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　ゆめタウン安古市

　　所在地　広島市安佐南区高取北一丁目１３番

２　大規模小売店舗を設置する者

　　株式会社イズミ

　　代表取締役社長　山西　泰明

　　広島市東区二葉の里三丁目３番１号

３　変更事項

　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）別紙１のとおり

　　（変更後）別紙２のとおり

４　変更年月日

　　別紙１及び別紙２のとおり

５　届出年月日

　　令和４年１２月２３日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市安佐南区古市一丁目３３番１４号

　　　広島市安佐南区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和４年１２月２７日から令和５年４月２７日まで。ただ

し、広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９

号）に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和５年４月２７日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

別紙１及び別紙２　略



広島市告示第６００号　

令和４年１２月２７日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１



―４６―　第１１１２号 令和５年１月３１日広 島 市 報

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　ゆめタウンみゆき

　　所在地　広島市南区宇品西六丁目１３６９番

２　大規模小売店舗を設置する者

　　株式会社イズミ

　　代表取締役社長　山西　泰明

　　広島市東区二葉の里三丁目３番１号

３　変更事項

　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）別紙１のとおり

　　（変更後）別紙２のとおり

４　変更年月日

　　別紙１及び別紙２のとおり

５　届出年月日

　　令和４年１２月２３日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市南区皆実町一丁目５番４４号

　　　広島市南区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和４年１２月２７日から令和５年４月２７日まで。ただ

し、広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９

号）第１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和５年４月２７日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

別紙１及び別紙２　略



広島市告示第６０１号　

令和４年１２月２７日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　ゆめマート己斐

　　所在地　広島市西区己斐本町一丁目１０－３ほか

２　大規模小売店舗を設置する者

　　和田ビル株式会社

　　代表取締役　和田　秀樹

　　広島市中区中町１０番８－１６０１号

３　変更事項

　　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名　略

４　変更年月日

　　令和４年３月３１日

５　届出年月日

　　令和４年１２月２３日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市西区福島町二丁目２番１号

　　　広島市西区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和４年１２月２７日から令和５年４月２７日まで。ただ

し、広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９

号）に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和５年４月２７日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課



広島市告示第６０２号　

令和４年１２月２７日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった
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ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　ユアーズ楠木店

　　所在地　広島市西区楠木町四丁目２３番２０ほか

２　大規模小売店舗を設置する者

　　昭和染工株式会社

　　代表取締役　飯田　久見子

　　広島市西区楠木町四丁目１番１６号

３　変更事項

　　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名　略

４　変更年月日

　　平成３１年４月２４日

５　届出年月日

　　令和４年１２月２３日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市西区福島町二丁目２番１号

　　　広島市西区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和４年１２月２７日から令和５年４月２７日まで。ただ

し、広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９

号）第１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和５年４月２７日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課



広島市告示第６０３号　

令和４年１２月２７日　

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項

の規定に基づき、広島市吉島老人いこいの家の指定管理者を次の

とおり指定したので、広島市老人いこいの家条例（昭和４８年広

島市条例第１００号）第１４条第３項の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　指定に係る公の施設

　　広島市吉島老人いこいの家

２　指定の相手方

　　東京都豊島区東池袋一丁目４４番３号

　　　特定非営利活動法人ワーカーズコープ

３　指定の期間

　　令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで



広島市告示第６０４号　

令和４年１２月２８日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項及び第

１１５条の５第２項の規定により、次に掲げる者から指定居宅

サービス事業及び指定介護予防サービス事業の廃止の届出があっ

たので、同法第７８条第２号及び第１１５条の１０第２号の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる者　略



広島市告示第６０５号　

令和４年１２月２８日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条第２項の規定

により、次に掲げる者から指定居宅介護支援事業の廃止の届出が

あったので、同法第８５条第２号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる者　略



広島市告示第６０６号　

令和４年１２月２８日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の５第２項又

は第１１５条の１５第２項の規定により、次に掲げる者から指定

地域密着型サービス事業又は指定地域密着型介護予防サービス事

業の廃止の届出があったので、同法第７８条の１１第２号又は第

１１５条の２０第２号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる者　略



広島市告示第６０７号　

令和４年１２月２８日　

　広島市介護予防・日常生活支援総合事業の事業者指定等に関す

る要綱第６条第５項の規定により、次に掲げる者から指定事業者

の廃止の届出があったので、同要綱第７条第１項の規定により告

示します。

広島市長　　松　井　一　實　
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次に掲げる者　略



広島市告示第６０８号　

令和４年１２月２８日　

　広島市市税条例（昭和２９年広島市条例第２５号）第３４条の

６第１項第３号の寄附金として、次の者に対する寄附金を指定し

たので、同条第５項の規定により告示する。

　令和４年１月１日以降に支出された当該寄附金について、広島

市市税条例第３４条の６第１項第３号の規定を適用する。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（中区）第１３０号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し、広島市西部自転車等保管所において保管した

ので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（中区）第１３１号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ９ 日　

　本市が管理する駐輪場内に、長期間駐車されていた下記自転車

等については、令和４年１２月５日に広島市西部自転車等保管所

へ移動したので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（中区）第１３２号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ９ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し、広島市西部自転車等保管所において保管した

ので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（中区）第１３３号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ ３ 日　

　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１７４条の４

４第４項の規定に基づき、中区役所市民部地域起こし推進課長の

区物品出納員事務の一部を次のとおり委任させたので告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

１　委任を受けた区物品分任出納員

　　広島市吉島東児童館　児童館指導員　徳山　聖子

２　委任させた事務

　　吉島東児童館における物品の出納保管に関する事務

３　委任年月日

　　令和４年１１月９日

４　委任期間

　　令和４年１１月９日から職務復帰の日まで



広島市告示（中区）第１３４号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ ６ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し、広島市西部自転車等保管所において保管した

ので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（中区）第１３５号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ２ 日　

　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１７４条の４

４第４項の規定に基づき、中区役所市民部地域起こし推進課長の

区物品出納員事務の一部の委任を解除しましたので告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　委任解除を受けた区物品分任出納員

　　広島市吉島東児童館　児童館指導員　徳山　聖子

２　委任解除した事務

　　吉島東児童館における物品の出納保管に関する事務

３　解除年月日

　　令和４年１２月２１日



広島市告示（中区）第１３６号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ３ 日　

　本市が管理する駐輪場内に、長期間駐車されていた下記自転車

等については、令和４年１２月１７日に広島市西部自転車等保管

所へ移動したので告示します。

寄附金を受領する者 寄附金を受領する者の所在地

学校法人鶴学園 広島市佐伯区三宅二丁目１番１号
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　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（中区）第１３７号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ３ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し、広島市西部自転車等保管所において保管した

ので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（中区）第１３８号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ８ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し、広島市西部自転車等保管所において保管した

ので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（東区）第９１号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ 日　

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５

号の規定による道路の位置を次のとおり指定しました。

　関係図書は、広島市東区役所建設部建築課において一般の縦覧

に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　指定番号　　　第１０号

２　指定年月日　　令和４年１２月１日

３　道路の位置　　広島市東区牛田東一丁目の２１０番の一部、

２１１番１の一部、２１１番４の一部、２１

１番５の一部、２１１番６の一部、２１１番

７の一部及び２１１番８の一部

４　幅員　　　　　４．００メートル

５　延長　　　　　３９．１４メートル



広島市告示（東区）第９２号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ ２ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車を撤去し、広

島市西部自転車等保管所において保管したので、同条例第１２条

第１項の規定により次のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（南区）第１５５号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第１５６号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ５ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第１５７号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ５ 日　

　天神川駅南駐輪場に、長期間駐車されていた下記の自転車等に

ついては、令和４年１２月２日に広島市西部自転車等保管所へ移

動したので、告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（南区）第１５８号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ７ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第１５９号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ８ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により告示します。
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広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第１６０号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ８ 日　

　広島駅南口第三Ｂ駐輪場に、長期間駐車されていた下記の自転

車等については、令和４年１２月７日に広島市西部自転車等保管

所へ移動したので、告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（南区）第１６１号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ ２ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第１６２号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ ３ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第１６３号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ ５ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第１６４号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ ６ 日　

　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１７４条の４

４第４項の規定に基づき、南区役所市民部市民課区出納員事務の

一部を次のとおり委任させたので、同項後段の規定により告示し

ます。

広島市長　　松　井　一　實　

１　委任を受けた区分任出納員

　　南区役所市民部市民課（区役所時間外受付窓口）

　　日直員　　矢野　秀樹　　　係　長　　野﨑　淳子

　　日直員　　八倉　淑恵　　　主　査　　渡辺　明美

　　日直員　　星島　環　　　　主　査　　熊谷　裕美子

　　日直員　　渡辺　美幸　　　主　事　　柞磨　慎吾

　　　　　　　　　　　　　　　主　事　　藤川　薫

２　委任させた事務

　　広島市証明等手数料条例（昭和３２年広島市条例第２０号）

第２条第９号、第１４号及び第１６号に規定する手数料の収納

（区役所時間外窓口の収納に限る）

３　委任年月日

　　令和４年４月１日

４　委任期間

　　令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで



広島市告示（南区）第１６５号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ ６ 日　

　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１７４条の４

４第４項の規定に基づき、南区役所市民部市民課区出納員事務の

一部を次のとおり委任させたので、同項後段の規定により告示し

ます。

広島市長　　松　井　一　實　

１　委任を受けた区分任出納員

　　南区役所市民部区政調整課（青崎連絡所）

　　主　　任　　信部　佳代子　　　主　　事　　小田　康二

　　主　　任　　岩本　登志子　　　主　　事　　細川　尚吾

　　課長補佐　　原田　和之　　　　主　　事　　三登　えりか

　　主　　査　　矢野　宏明　　　　主　　事　　松浦　良

　　主　　査　　佐々木　慧　　　　主　　事　　河原　治歩子

　　　　　　　　　　　　　　　　　主　　事　　土橋　佳歩

２　委任させた事務

　　広島市証明等手数料条例（昭和３２年広島市条例第２０号）

第２条第１号、第３号、第９号、第１０号、第１４号及び第１

６号に規定する手数料の収納

３　委任年月日

　　令和４年４月１日

４　委任期間

　　令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで



広島市告示（南区）第１６６号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ ９ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第１６７号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ ９ 日　

　広島駅南口第三Ａ駐輪場及び広島駅南口第五駐輪場に、長期間
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駐車されていた下記の自転車等については、令和４年１２月１７

日に広島市西部自転車等保管所へ移動したので、告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（南区）第１６８号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ３ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第１６９号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ６ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第１７０号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ６ 日　

　稲荷町Ａ駐輪場に、長期間駐車されていた下記の自転車等につ

いては、令和４年１２月２４日に広島市西部自転車等保管所へ移

動したので、告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（西区）第１０６号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別表　略



広島市告示（西区）第１０７号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ８ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別表　略



広島市告示（西区）第１０８号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ８ 日　

　土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）及び道路法（昭

和２７年法律第１８０号）に基づく道路を、次のとおり、建築基

準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第４号の規定

による道路として指定しました。

　この関係図書は、広島市西区役所建設部建築課において一般の

縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　指定番号　　　第２０号

２　指定年月日　　令和４年１２月８日

３　道路の種類及び路線名

　　　　　　　　　広島市道　西３区１０９号線

　　　　　　　　　土地区画整理法による新設の道路　特４－１

４　道路の位置

　　広島市道　西３区１０９号線

　　　　　　　　　起点　広島市西区己斐本町一丁目３５２－８

　　　　　　　　　終点　広島市西区己斐本町一丁目３３７－８

　　　　　　　　　延長　８６．４メートル

　　　　　　　　　幅員　６．０メートル

　　土地区画整理法による新設の道路　特４－１

　　　　　　　　　起点　広島市西区己斐本町一丁目３２３－１

７

　　　　　　　　　終点　広島市西区己斐本町一丁目３２３－１

７

　　　　　　　　　延長　６６．１メートル

　　　　　　　　　幅員　４．０メートル



広島市告示（西区）第１０９号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ ６ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別表　略



広島市告示（西区）第１１０号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ １ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により
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別表の自転車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別表　略



広島市告示（西区）第１１１号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ７ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別表　略



広島市告示（西区）第１１２号　

令 和 ４ 年 １ ２ 年 ２ ８ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別表　略



広島市告示（安佐南区）第１１２号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ５ 日　

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５

号の規定による道路の位置を次のように指定しました。

　この関係図書は、広島市安佐南区役所農林建設部建築課におい

て一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　指定番号　　　第２２号

２　指定年月日　　令和４年１２月５日

３　道路の位置　　広島市安佐南区長束西三丁目の１８０５番１

の一部、１８０５番３の一部、１８５６番１

の一部、１８５６番２の一部、１８５６番６

の一部、１８５７番１の一部、１８５７番１

５の一部及び１８５７番１６の一部

４　幅員及び延長　幅員　４．２０メートル

　　　　　　　　　延長　５５．７９メートル



広島市告示（安佐南区）第１１３号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ ２ 日　

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５

号の規定による道路の位置を次のように指定しました。

　この関係図書は、広島市安佐南区役所農林建設部建築課におい

て一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　指定番号　　　第２３号

２　指定年月日　　令和４年１２月１２日

３　道路の位置　　広島市安佐南区長束西二丁目４６番１０５の

一部

４　幅員及び延長　幅員　４．００メートル

　　　　　　　　　延長　３６．８０メートル



広島市告示（安佐南区）第１１４号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ ３ 日　

　長期間駐車されていた自転車等については、令和４年１２月１

２日に広島市西部自転車等保管所へ移動したので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐南区）第１１５号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ ４ 日　

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物の指定を変更しま

す。

　その関係図面は、令和４年１２月１４日から令和４年１２月２

８日まで、広島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において一

般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐南区）第１１６号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ ４ 日　

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物の指定を廃止しま

す。

　その関係図面は、令和４年１２月１４日から同年１２月２８日

まで、広島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において一般の

縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

区分
新旧
別

路線名等 所在（起点及び終点）

里　道

旧
安佐南３区５
３５号里道

山本八丁目１４８７番１地先か
ら１４８１番５地先まで

新
山本八丁目１４８７番１地先か
ら１４８１番５地先まで

区分 路線名等 所在（起点及び終点）

里　道
安佐南２区５２４
号里道

安佐南区安東二丁目１７６２番１
地先から安佐南区安東二丁目１７
６２番１地先まで

Ｋ３－Ｅ２－や－ 安佐南区安東二丁目１７６２番１
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水　路
１２－４－５８号
水路

地先から安佐南区安東二丁目１７
６２番１地先まで



広島市告示（安佐南区）第１１７号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ７ 日　

　道路の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和４年１２月２７日から令和５年１月１０

日まで広島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐南区）第１１８号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ７ 日　

　道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和４年１２月２７日から令和５年１月１０

日まで広島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐南区）第１１９号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ８ 日　

　長期間駐車されていた自転車等については、令和４年１２月２

６日に広島市西部自転車等保管所へ移動したので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐北区）第１５０号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ 日　

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５

道路の
種類

路線名 変更区間
新旧
別

幅員
（ｍ）

延長
（ｍ）

市　道

安佐南
３区長
束八木
線

安佐南区
園五丁目８
４８番地５
地先から
安佐南区
園五丁目６
９６番地５
地先まで

旧
19.6
～

22.0
332.0

新
24.3
～

27.3
332.0

道路の
種類

路線名 変更区間 供用開始の期日

市　道

安佐南
３区長
束八木
線

安佐南区園四丁目１１０
１番地１地先から
安佐南区園五丁目６９６
番地５地先まで

令和４年１２月
２７日

号の規定による道路の位置を次のとおり指定しました。

　この関係図書は、広島市安佐北区役所農林建設部建築課におい

て一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１．指定番号　　　第９号

２．指定年月日　　令和４年１２月２日

３．道路の位置　　広島市安佐北区深川七丁目の１１３１番の一

部、１１３３番９の一部、１１３４番の一部

及び１１３１番地先里道

４．幅員及び延長　幅員　６．００メートル

　　　　　　　　　延長　５４．３０メートル



広島市告示（安佐北区）第１５１号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ０ 日　

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物の指定を廃止しま

す。

　その関係図面は、令和４年１２月２０日から令和５年１月９日

まで、広島市安佐北区役所農林建設部維持管理課において一般の

縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐北区）第１５２号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ８ 日　

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物の指定を変更しま

す。

　その関係図面は、令和４年１２月２８日から令和５年１月１７

日まで、広島市安佐北区役所農林建設部維持管理課において一般

の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐北区）第１５３号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ８ 日　

　次のとおり市街化区域内の水路の指定を変更します。

区分 路線名等 所在（起点及び終点）

水　路
Ｋ ４ － Ｆ ４ － Ｇ
笹ヶ垰－１２４－
２号水路

安佐町鈴張１１９８３番２地先か
ら同所１１９８３番２２地先まで

水　路
Ｋ ４ － Ｆ ４ － Ｇ
笹ヶ垰－１２４－
３号水路

安佐町鈴張１１９８３番１３地先
から同所１１９８３番５地先まで

区分
新旧
別

路線名等 所在（起点及び終点）

里　道

旧
安佐北３区１
２７２号里道

安佐北区亀山五丁目２２８５番
地先から同所２２７８番地先ま
で

新
安佐北３区１
２７２号里道

安佐北区亀山五丁目２２８５番
４地先から同所２２７９番７地
先まで
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　その関係図面は、令和４年１２月２８日から令和５年１月１７

日まで、広島市安佐北区役所農林建設部維持管理課において一般

の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐北区）第１５４号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ８ 日　

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物を指定します。

　その関係図面は、令和４年１２月２８日から令和５年１月１７

日まで、広島市安佐北区役所農林建設部維持管理課において一般

の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐北区）第１５５号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ８ 日　

　次のとおり市街化区域内の水路を指定します。

　その関係図面は、令和４年１２月２８日から令和５年１月１７

日まで、広島市安佐北区役所農林建設部維持管理課において一般

の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安芸区）第１０３号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ７ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



区分
新旧
別

路線名等 所在（起点及び終点）

水　路

旧
Ｋ３－Ｆ３－
Ｒ片山－４７
－７号水路

安佐北区亀山五丁目２２８５番
地先から同所２２７８番地先ま
で

新
Ｋ３－Ｆ３－
Ｒ片山－４７
－７号水路

安佐北区亀山五丁目２２８５番
４地先から同所２２７９番７地
先まで

区分 路線名等 所在（起点及び終点）

里　道
安佐北３区４４９
７号里道

安佐北区亀山五丁目２２７８番２
地先から同所２２７８番２地先ま
で

里　道
安佐北３区４４９
８号里道

安佐北区亀山五丁目２２７９番６
地先から同所２２７９番６地先ま
で

区分 路線名等 所在（起点及び終点）

水　路
Ｋ３－Ｆ３－Ｒ片
山－４７－５２号
水路

安佐北区亀山五丁目２２７８番２
地先から同所２２７８番２地先ま
で

広島市告示（安芸区）第１０４号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ７ 日　

　本市が管理する駐輪場内に、長期間放置されていた自転車等

は、広島市西部自転車等保管所へ移動したので次のとおり告示し

ます。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（安芸区）第１０５号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ７ 日　

　本市が管理する駐輪場内に、長期間放置されていた自転車等

は、広島市西部自転車等保管所へ移動したので次のとおり告示し

ます。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（佐伯区）第１２７号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（佐伯区）第１２８号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ６ 日　

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物の指定を廃止しま

す。

　その関係図書は、令和４年１２月６日から同年１２月２０日ま

で、広島市佐伯区役所農林建設部維持管理課において一般の縦覧

に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



種類 路線名等 所在（起点及び終点）

里　道
佐伯４区１５９号
里道

佐伯区五日市中央四丁目１５７６
番地先から佐伯区五日市中央四丁
目１５７６番地先まで

里　道
佐伯４区１６０号
里道

佐伯区五日市中央四丁目１５７２
番８地先から佐伯区五日市中央四
丁目１５７２番１０地先まで
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広島市告示（佐伯区）第１２９号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ７ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（佐伯区）第１３０号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ７ 日　

　広島市五日市駅北口自転車等駐車場及び広島市五日市駅南口自

転車等駐車場内に、長期間駐車されていた別紙自転車等について

は、令和４年１２月５日に広島市西部自転車等保管所へ移動した

ので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（佐伯区）第１３１号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ ２ 日　

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物の指定を廃止しま

す。

　その関係図書は、令和４年１２月１２日から同月２６日まで、

広島市佐伯区役所農林建設部維持管理課において一般の縦覧に供

します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（佐伯区）第１３２号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ ４ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（佐伯区）第１３３号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ ６ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

種類 路線名等 所在（起点及び終点）

里　道
佐伯３区３４２号
里道

佐伯区千同三丁目１３６７番１地
先から佐伯区千同三丁目４１６番
地先まで

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（佐伯区）第１３４号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ２ 日　

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５

号の規定による道路の位置を次のとおり指定しました。

　この関係図書は、広島市佐伯区役所農林建設部建築課において

一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　指定番号　　　第４号

２　指定年月日　　令和４年１２月２２日

３　道路の位置　　広島市佐伯区五日市町大字上河内字川原の５

１９番１，５１９番８及び５１９番２の一部

４　幅員及び延長　幅員　４．２０メートル

　　　　　　　　　延長　５４．０１メートル



広島市告示（佐伯区）第１３５号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ７ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（佐伯区）第１３６号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ８ 日　

　道路の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和４年１２月２８日から令和５年１月１７

日まで広島市佐伯区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供

します。

広島市長　　松　井　一　實　

路線の
種類

路線名 変更区間
旧新
別

敷地の幅員 敷地の延長

国　道
一般国
道２号

佐伯区海老
園一丁目２
９３番地１
４地先から
佐伯区海老
園一丁目２
９２番地２
３地先まで

旧

メートル
11.9
～

22.8

メートル

31.5

新

メートル
14.1
～

34.3

メートル

31.5
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広島市告示（佐伯区）第１３７号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ８ 日　

　道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和４年１２月２８日から令和５年１月１７

日まで広島市佐伯区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供

します。

広島市長　　松　井　一　實　

広島市南区告示第５号　

令和４年１２月２６日　

　下記の者について、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１

号）第８条及び住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２

号）第１２条第１項の規定により職権で処理をしたので、同条第

４項の規定により公示する。

広島市南区長　　西　本　和　弘　

記

広島市選挙管理委員会告示第３７号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ 日　

　令和４年１２月１日現在における地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）及び市町村の合併の特例に関する法律（平成１６年法

律第５９号）の規定による各種直接請求並びに地方教育行政の組

織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）の規定に

よる教育長又は委員の解職請求をするに必要な選挙人の数は、次

のとおりです。

広 島 市 選 挙 管 理 委 員 会　

委員長　　二　國　則　昭　

１　地方自治法第７４条第１項（条例の制定又は改廃の請求）及

び第７５条第１項（市の事務の執行に関する監査の請求）並び

に市町村の合併の特例に関する法律第４条第１項（合併請求市

町村の長に対する合併協議会設置の請求）及び第５条第１項

路線の
種類

路線名 供用開始 供用開始の期日

国　道
一般国
道２号

佐伯区海老園一丁目２９３
番地１４地先から
佐伯区海老園一丁目２９２
番地２３地先まで

令和４年１２月
２８日

区 告 示

氏名 住民票の住所 職権処理の内容

髙橋　誠
広島県広島市南区宇品西一丁
目４番１８－３０２号黒川ビ
ル

消除

選管告示

（同一請求関係市町村の長に対する合併協議会設置の請求）の

規定による選挙権を有する者の総数の５０分の１の数

　　　　　　　　　　　　　　　１９，６４３人

２　地方自治法第７６条第１項（議会の解散の請求）、第８１条

第１項（市長の解職の請求）及び第８６条第１項（副市長、市

の選挙管理委員又は監査委員の解職の請求）並びに地方教育行

政の組織及び運営に関する法律第８条第１項（教育委員会の教

育長又は委員の解職の請求）の規定による選挙権を有する者の

総数の８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に

６分の１を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数と

を合算して得た数

　　　　　　　　　　　　　　２２２，７６７人

３　地方自治法第８０条第１項（議員の解職の請求）及び地方自

治法第８６条第１項（区の選挙管理委員の解職の請求）の規定

による選挙権を有する者の総数の３分の１の数

　　　　　　　　　中　　区　　３８，４２２人

　　　　　　　　　東　　区　　３２，７８５人

　　　　　　　　　南　　区　　３９，２４８人

　　　　　　　　　西　　区　　５１，７２０人

　　　　　　　　　安佐南区　　６５，５２９人

　　　　　　　　　安佐北区　　３９，５９４人

　　　　　　　　　安  芸  区　　２１，４１７人

　　　　　　　　　佐  伯  区　　３８，６６５人

４　市町村の合併の特例に関する法律第４条第１１項（合併請求

市町村の選挙管理委員会に対する合併協議会設置協議の投票の

請求）及び第５条第１５項（合併協議会設置協議否決市町村の

選挙管理委員会に対する合併協議会設置協議の投票の請求）の

規定による選挙権を有する者の総数の６分の１の数

　　　　　　　　　　　　　　１６３，６８９人



広島市選挙管理委員会告示第３８号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ６ 日　

　令和５年４月９日執行予定の広島市議会議員一般選挙及び広島

市長選挙において、選挙管理委員会が候補者に交付するもののう

ち、次のものに押なつする公印は、印影の印刷により代えるもの

とします。

広 島 市 選 挙 管 理 委 員 会　

委員長　　二　國　則　昭　

１　公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１４１条第５項

の規定による選挙運動のために使用する自動車又は船舶及び拡

声機に取り付ける表示板

２　同法第１４１条の２第２項の規定による自動車又は船舶に乗

車又は乗船する者が着用する腕章

３　同法第１６４条の５第２項の規定による街頭演説のために使

用する標旗

４　同法第１６４条の７第２項の規定による街頭演説において選

挙運動に従事する者が着用する腕章
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広島市選挙管理委員会告示第３９号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ６ 日　

　令和５年４月９日執行予定の広島市議会議員一般選挙及び広島

市長選挙において、選挙管理委員会が、公職選挙法（昭和２５年

法律第１００号）第２０１条の８第１項ただし書又は同法第２０

１条の９第１項ただし書の規定の適用を受けた政党その他の政治

団体に交付するもののうち、同法第２０１条の１１第３項の規定

による政治活動のために使用する自動車に取り付ける表示板に押

なつする公印は、印影の印刷により代えるものとします。

広 島 市 選 挙 管 理 委 員 会　

委員長　　二　國　則　昭　



広島市選挙管理委員会告示第４０号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ６ 日　

　令和５年４月９日執行予定の広島市議会議員一般選挙及び広島

市長選挙において、公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第

１０５条の規定により選挙管理委員会が当選人に付与する当選証

書に押なつする公印は、印影の印刷により代えるものとします。

広 島 市 選 挙 管 理 委 員 会　

委員長　　二　國　則　昭　

広島市人事委員会規則第１１号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 １ ５ 日　

　初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規

則をここに公布する。

広 島 市 人 事 委 員 会　

委員長　　飯　田　恭　示　

　　　初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改

正する規則

　初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和５４年広島市

人事委員会規則第７号）の一部を次のように改正する。

　別表第７のアの表中、

人事委員会規則

４４

４５

４５

４５

４５

４５

４５

４６

４６

４６

４６

４６

「

を

４５

４５

４５

４５

４６

４６

４６

４７

４７

４７

４８

４８

「

に改める。

　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行し、改正後の初任給、昇格、昇

給等の基準に関する規則の規定は、令和４年４月１日から適用す

る。

広島市教育委員会告示第２１号　

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ １ 日　

　広島市教育委員会議（定例会）を次のとおり開催する。

広 島 市 教 育 委 員 会　

教育長　　糸　山　　　隆　

１　日　時　令和４年１２月２６日（月）　午前９時

２　場　所　中区役所６階教育委員室

３　議　題

　【公開予定議題】

　　広島市立図書館再整備方針の策定について（報告）

　　食缶による給食提供に関するアンケート調査結果（概要）

について（報告）

　　市長が作成する議会の議案に対する意見の申出について

（代決報告）

　　校長及び教員としての資質の向上に関する指標の変更につ

いて（議案）

　【非公開予定議題】

　　訴訟について（報告）

広島市水道局規程第８号　

令和４年１２月２６日　

　広島市水道局職員の給与に関する規程の一部を改正する規程を

次のように定める。

広 島 市 水 道 事 業 管 理 者　

広島市水道局長　　村　上　裕　之　

　　　広島市水道局職員の給与に関する規程の一部を改正す

る規程

　広島市水道局職員の給与に関する規程（昭和３２年広島市水道

局規程第１７号）の一部を次のように改正する。

　別表第１を次のように改める。

教育委員会告示

水 道 局 規 程

４６

４７

４７

４７
」

４８

４８

４９

４９
」
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別表第１（第２条関係）

企　業　職　給　料　表

職員
の区
分

職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

号　給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

再任
用職
員以
外の
職員

1
2
3
4

5
6
7
8

9
10
11
12

13
14
15
16

17
18
19
20

21
22
23
24

25
26
27
28

29
30
31
32

33
34
35
36

37
38
39
40

41
42
43
44

45
46
47
48

49
50

円
142,700
143,400
144,100
144,800

145,500
146,300
147,100
147,900

148,700
149,500
150,300
151,100

151,900
153,000
154,100
155,200

156,400
157,800
159,200
160,600

161,800
163,200
164,600
166,000

167,200
169,300
171,300
173,300

175,200
177,200
179,100
181,000

182,900
184,600
186,300
188,000

189,600
191,100
192,600
194,100

195,500
197,000
198,500
200,000

201,300
202,800
204,300
205,800

207,400
208,900

円
162,200
164,100
165,900
167,700

169,500
171,400
173,300
175,200

177,000
178,900
180,800
182,700

184,400
186,000
187,600
189,200

190,700
192,300
193,900
195,500

196,900
198,700
200,500
202,300

203,900
205,600
207,200
208,900

210,200
211,800
213,400
215,000

216,500
218,000
219,600
221,200

222,600
224,300
226,000
227,700

229,200
230,800
232,400
234,000

235,500
236,900
238,300
239,700

240,900
242,400

円
217,800
219,700
221,600
223,600

225,400
227,100
228,800
230,400

231,800
233,600
235,400
237,200

239,100
241,000
242,900
244,800

246,600
248,200
249,800
251,400

252,800
254,500
256,200
257,900

259,400
261,100
262,700
264,400

266,000
267,400
268,900
270,400

271,600
273,400
275,200
277,100

278,900
280,900
282,800
284,700

286,500
288,400
290,300
292,300

293,900
295,800
297,700
299,600

301,300
303,100

円
261,400
263,300
265,200
267,100

268,800
271,000
273,200
275,400

277,300
279,400
281,500
283,700

285,600
287,900
290,200
292,500

294,500
296,800
299,100
301,400

303,600
305,500
307,500
309,500

311,300
313,400
315,500
317,700

319,600
321,700
323,800
326,000

328,000
330,100
332,300
334,500

336,500
338,500
340,500
342,600

344,400
346,100
347,900
349,700

351,200
352,700
354,200
355,800

357,200
358,400

円
315,800
318,100
320,400
322,700

324,800
326,800
328,800
330,800

332,500
334,600
336,800
339,000

341,000
342,900
344,800
346,800

348,500
350,200
352,000
353,700

355,300
356,900
358,500
360,100

361,600
363,600
365,700
367,800

369,700
371,800
373,900
376,000

377,900
379,800
381,800
383,800

385,600
387,200
388,800
390,400

391,800
393,100
394,400
395,700

397,000
397,900
398,900
399,900

400,700
401,700

円
355,400
357,900
360,400
363,000

365,400
367,900
370,400
373,000

375,500
378,000
380,500
383,000

385,400
387,700
390,000
392,400

394,700
396,800
398,900
401,100

403,200
405,200
407,200
409,200

411,100
413,000
414,900
416,800

418,600
420,100
421,700
423,300

424,700
426,100
427,500
429,000

430,300
431,400
432,500
433,600

434,500
435,300
436,100
436,900

437,600
438,500
439,400
440,400

441,300
442,000

円
400,000
402,600
405,200
407,800

410,200
412,600
415,000
417,400

419,700
422,100
424,500
426,900

429,100
431,400
433,700
436,100

438,300
440,600
442,900
445,300

447,600
449,400
451,200
453,100

454,800
456,500
458,300
460,100

461,700
462,600
463,500
464,400

465,300
466,100
466,900
467,700

468,300
469,100
469,900
470,700

471,400
472,200
473,000
473,800

474,600
475,300
476,000
476,700

477,500
478,300

円
453,400
456,100
458,800
461,600

464,300
467,300
470,300
473,400

476,400
479,700
482,900
486,100

489,300
491,900
494,500
497,100

499,600
501,200
502,700
504,200

505,700
507,100
508,500
509,900

511,100
512,200
513,300
514,500

515,600
516,400
517,200
518,000

518,800
519,600
520,400
521,200

521,900
522,700
523,500
524,300

525,100
525,900
526,700
527,500

528,300
529,100
529,900
530,700

531,500
532,300
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51
52

53
54
55
56

57
58
59
60

61
62
63
64

65
66
67
68

69
70
71
72

73
74
75
76

77
78
79
80

81
82
83
84

85
86
87
88

89
90
91
92

93
94
95
96

97
98
99
100

101
102
103
104

105

210,400
211,900

213,300
214,600
215,900
217,200

218,500
219,700
220,900
222,100

223,000
224,100
225,200
226,300

227,200
228,300
229,400
230,400

231,200
232,200
233,200
234,200

235,000
236,000
237,000
238,000

238,800
239,800
240,800
241,700

242,400
243,500
244,600
245,700

246,600
247,400
248,200
249,000

249,700
250,400
251,100
251,800

252,300
252,800
253,300
253,800

254,200

243,900
245,400

246,700
248,300
249,900
251,500

253,000
254,800
256,600
258,400

260,000
261,600
263,300
265,000

266,400
267,700
269,000
270,300

271,400
272,700
274,100
275,400

276,500
277,800
279,200
280,600

281,700
283,000
284,200
285,500

286,800
287,900
289,100
290,300

291,200
292,300
293,500
294,700

295,700
296,700
297,700
298,700

299,400
300,300
301,200
302,100

302,900
303,800
304,700
305,600

306,200
307,000
307,900
308,800

309,400

304,900
306,800

308,300
310,100
311,900
313,800

315,400
317,100
318,800
320,600

322,200
323,900
325,600
327,300

328,900
330,300
331,700
333,100

334,300
335,500
336,800
338,100

339,100
340,500
342,000
343,500

344,700
346,400
348,100
349,800

351,300
352,800
354,200
355,700

356,900
358,100
359,400
360,700

361,800
362,600
363,400
364,200

364,800
365,500
366,200
366,900

367,400
368,100
368,800
369,500

370,100
370,700
371,300
371,900

372,600

359,700
360,900

361,800
363,100
364,500
365,800

367,000
368,100
369,200
370,300

371,300
372,200
373,100
374,000

374,800
375,600
376,400
377,200

377,800
378,700
379,600
380,500

381,200
382,300
383,400
384,500

385,400
386,100
386,900
387,700

388,300
389,100
390,000
390,900

391,600
392,300
393,000
393,700

394,200
395,000
395,800
396,600

397,200
398,000
398,800
399,600

400,500
401,000
401,500
402,000

402,600
403,100
403,600
404,100

404,600

402,700
403,700

404,500
405,300
406,200
407,000

407,600
408,300
409,100
409,900

410,500
411,300
412,100
412,800

413,400
414,100
414,800
415,500

416,100
416,900
417,700
418,500

419,100
419,600
420,100
420,700

421,200
421,800
422,400
423,000

423,400
424,000
424,600
425,200

425,800
426,400
427,000
427,600

428,100
428,600
429,100
429,700

430,200
430,800
431,400
432,000

432,500
433,100
433,700
434,300

434,700
435,400
436,100
436,800

437,400

442,700
443,500

444,200
444,900
445,600
446,300

446,900
447,600
448,300
449,000

449,500
450,100
450,700
451,300

451,900
452,500
453,100
453,700

454,400
455,100
455,800
456,500

457,100
457,700
458,300
458,900

459,400
460,100
460,800
461,500

462,000

479,100
479,900

480,500
481,200
481,900
482,600

483,300
484,000
484,700
485,400

486,100
486,800
487,500
488,200

488,900
489,700
490,500
491,300

491,900

533,100
534,000

534,500
535,300
536,100
536,900

537,700
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　別表第２中「３７４，０００」を「３７６，０００」に改める。

　　　附　則

１　この規程は、公布の日から施行し、改正後の広島市水道局職

員の給与に関する規程（以下「改正後の規程」という。）の規

定は、令和４年４月１日から適用する。

２　この規程による改正前の広島市水道局職員の給与に関する規

程に基づいて令和４年４月１日からこの規程の施行の日の前日

までの間に支払われた給与は、改正後の規程の規定による給与

の内払とみなす。

３　前項に定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項

は、管理者が定める。

広島市監査公表第５０号　

令和４年１２月２１日　

広島市監査委員　政　氏　昭　夫　

同　　　　　　　井　戸　陽　子　

同　　　　　　　山　路　英　男　

同　　　　　　　山　内　正　晃　

　　　監査の結果（指摘事項）に対する措置の内容の公表に

ついて

　地方自治法第１９９条第１４項の規定により、広島市長から監

査の結果に基づき措置を講じた旨の通知があったので、当該措置

の内容を別紙のとおり公表する。

監査公表

106
107
108

109
110
111
112

113
114
115
116

117
118
119
120

121
122
123
124

125
126
127
128

129

310,000
310,600
311,200

311,700
312,200
312,700
313,200

313,500
314,000
314,500
315,000

315,500
316,000
316,500
317,000

317,400

373,100
373,600
374,100

374,500
375,000
375,500
376,000

376,400
376,900
377,400
377,900

378,200
378,700
379,200
379,700

380,300

405,100
405,600
406,100

406,600
407,100
407,600
408,100

408,600
409,100
409,600
410,100

410,700
411,200
411,700
412,200

412,800
413,400
414,000
414,600

415,100
415,700
416,300
416,900

417,300

再任
用職
員

214,900 231,200 247,500 271,000 287,700 327,500 373,200 420,900

備考

　１　この表は、別表第２の給料表の適用を受けない全ての職員に適用する。

　２　この表において「再任用職員」とは、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第１項、第２８条の５第１項

又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員をいう。

　３　保健師は、一般職の職員の給与に関する条例（昭和２６年３月３０日広島市条例第６２号）別表第４の医療職給料表のウ医療

職給料表を準用する。

（別紙）

令和４年度監査の結果に対する措置の内容の公表

（教育委員会）
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１　監査結果公表年月日

　　令和４年５月３１日（広島市監査公表第２３号）

２　監査結果に対する措置事項の通知年月日

　　令和４年１２月１４日（広市教総学第１１２号）

３　監査の結果（指摘事項）及び措置の内容

市立高等学校等授業料等の債権管理について
（所管課：教育委員会事務局総務部学事課）

監　査　の　結　果 措　置　の　内　容

　市立の高等学校及び中等教育学校（後期課程）（以下「高等学校等」とい 
う。）では、在籍者から徴収する授業料及び受講料（以下「授業料等」とい 
う。）が滞納となったときは、規則等に定めるところにより、徴収に係る記録を
作成して滞納者に対し納付折衝するなど、適正な債権管理を行わなければならな
い。
　これについて、教育委員会では、規則等に従った債権管理が行われていない事
例が一部にあったとの定期監査の指摘を令和元年度に受け、授業料等の滞納整理
事務に関して、事務手順を整備し、その徹底を図り、併せてその滞納整理事務を
内部統制制度のリスクに位置づけその対応策に取り組んできたところである。
　しかし、この度、一部の高等学校において、授業料の滞納者に対して、この事
務手順に定められた催告や納付指導、記録簿の作成などの事務が行われていな
かった事例が見受けられた。
　ついては、全ての高等学校等において、改めて授業料等に係る債権管理が適正
に行われているか確認し、その結果必要な措置を講ずるとともに、教育委員会に
おいて、高等学校等に対して、今一度、授業料等の適正な債権管理の徹底を図ら
れたい。

　監査の実施を受け、令和４年４月に全ての高等
学校等の債権管理状況を確認したところ、一部の
学校で同様の事案が見受けられたため、早急に要
綱等に従った債権管理事務を行うよう指示し、実
施を確認した。
　このような問題が発生した原因は、詳細な事務
手順マニュアルを作成していたにもかかわらず、
担当者が手順に沿った債権管理を着実に実施する
という意識が低かったことに加えて、管理監督者
によるチェック機能が果たされていなかったこと
である。
　以上のことを踏まえ、改めて、同年７月の校長
会及び事務長会において適正な債権管理事務の徹
底について指導し、８月に事務担当者への研修会
を実施するとともに、１０月には、各高等学校等
に対し、滞納整理事務の進捗状況を記録した「授
業料等滞納整理記録簿」の提出を求め、全ての高
等学校等において債権管理に係る事務が適正に実
施されていることを確認した。
　今後も、毎年度当初に、校長会及び事務長会に
おける指導並びに事務担当者への研修会を実施す
るとともに、年２回、学校から「授業料等滞納整
理記録簿」の提出を求め、教育委員会において実
施を確認することとする。
　こうした取組を通じて、教育委員会と高等学校
等が連携して、適正な債権管理に取り組んでい
く。



広島市監査公表第５１号　

令和４年１２月２６日　

　令和４年１０月２８日付け第９９０号で受け付けた広島市職員

に関する措置請求について、その監査結果を地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２４２条第５項の規定により、別紙のとお

り公表する。

広島市監査委員　政　氏　昭　夫　

同　　　　　　　井　戸　陽　子　

同　　　　　　　山　路　英　男　

同　　　　　　　山　内　正　晃　

別　紙

広 監 第 １ ５ ４ 号　

令和４年１２月２６日　

　請求人

　（略）

広島市監査委員　政　氏　昭　夫　

同　　　　　　　井　戸　陽　子　

同　　　　　　　山　路　英　男　

同　　　　　　　山　内　正　晃　

　　　広島市職員に関する措置請求に係る監査結果について

（通知）

　令和４年１０月２８日付け第９９０号で受け付けた広島市職員

に関する措置請求（以下「本件措置請求」という。）について、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第５項の規定

により監査を行ったので、その結果を同項の規定により次のとお

り通知する。

第１　請求の要旨

　　当初請求書並びに令和４年１１月４日及び９日の各日付けで

提出された補足意見の記載内容から、請求の要旨は次のとおり

と整理できる。

　広島市長が行った財産交換に関する措置請求

　Ａ　広島商工会議所ビルのテナントに関し転貸借を認めている

ことは、違法又は不当である。

　　ア　国の普通財産貸付事務処理要領では、普通財産の転貸を

承諾する場合について、「転貸貸付料が国の貸付料を上回

らないこと」など、転貸を認めることにより、国にとって
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不利な契約にならないことが求められている。

　　　　地方公共団体においても、転貸の形式をとっていること

が、当該地方公共団体にとって、不利となっていないか

は、有効な基準となり得る。

　　　　広島市の広島商工会議所ビルに係る収益状況と、広島商

工会議所の建物特別会計の収支状況に鑑みれば、広島商工

会議所が各テナントから得ている転貸料は、広島市が広島

商工会議所から得ている賃料より高いと推察される。本件

においては、広島市は各テナントとは、転貸借関係ではな

く、直接賃貸借契約を結び賃料を得るべきであり、広島商

工会議所に転貸人として利益を上げさせているのは、広島

市にとって、不利な契約関係である。よって、広島市から

広島商工会議所ビルの賃貸した一部分を、転貸しているこ

とを容認していることは、違法又は不当である。

　　イ　鑑定評価書によれば、広島商工会議所ビルの価値の半分

は、当該ビルの収益性にある。だからこそ、同じく駐車場

として収益力のある市営基町駐車場と、等価交換できたも

のである。にもかかわらず、現状では全く利益が上がらな

い状態で運営していることは、財産の適正な管理を怠るも

のである。

　　ウ　賃料の計算書によれば、広島商工会議所に対する賃料

は、普通財産（不動産）貸付料算定基準に基づき算定さ

れ、テナント転貸部分は基準どおりの額となっている。

　　　　広島市財産条例第９条第１項は、「普通財産の交換価 

額、譲渡価額、貸付料の額及び私権の設定価額は、適正な

時価により評定した額をもってしなければならない。」と

する。

　　　　広島商工会議所ビルに係る鑑定評価書はまさにこの時価

を査定したものであり、賃料について、可能貸室賃料収入

を「年額２２３，５１７，００４円」としている。これに対

して、市の賃料の計算書によれば減免前家賃として「年額

１０１，２５６，９２５円」としている。この差はあまりに

も大きく、まさに近傍類似の民間賃貸料等と比較して著し

く低い場面に当たるものであり、調整措置を適用すべきで

ある。これを行わず、時価と大きく乖離する貸付料で普通

財産の貸付けを行っていることは、広島市財産条例第９条

第１項に違反するものである。

　　　　どうしても転貸借にしたいと言うのなら、賃料をまさに

「時価」といえる転貸料相当額として徴収することが、広

島市財産条例第９条第１項の趣旨とも合致する。

　　　Ａに関しては、広島市長に対して、現在の違法又は不当な

契約関係を、早急に是正し、広島市が各テナントから直接テ

ナント料を請求できる契約関係に是正するよう、請求する。

　Ｂ　市営基町駐車場の鑑定評価の依頼において、鑑定の条件

に、基町相生通地区において第一種市街地再開発事業が予定

されていること、これに伴い当該地区を都市再生特別地区と

することが検討されていることが、付加されていないこと

は、違法又は不当であり、その鑑定評価書に基づく価格によ

る財産交換は違法又は不当である。

　　ア　国土交通省の不動産鑑定評価基準によれば、最有効使用

の判定上の留意点として、「価格形成要因は常に変動の過

程にあることを踏まえ、特に価格形成に影響を与える地域

要因の変動が客観的に予測される場合には、当該変動に伴

い対象不動産の使用方法が変化する可能性があることを勘

案して最有効使用を判定すること。」と規定する。

　　イ　令和４年６月議会において、市側の答弁は「再開発事業

は、その実施やスケジュールが不確実であり客観的に予測

できる場合には該当しないため、１０年間、このまま駐車

場として、使用して更地化して売却することを想定した」

としている。

　　ウ　令和３年１月１日時点で、広島市が広島商工会議所と財

産交換を行うのは、広島商工会議所が、当該市街地再開発

事業に地権者として参画するためであり、その交換のため

に土地と建物の鑑定を依頼しているのである。その前提を

鑑定条件から外すことはあり得ないものではないか。

　　エ　一方、広島市は、「一団地の官公庁施設の変更」につい

ては、検討中であるにもかかわらず、鑑定条件として付加

しているところである。恣意的に条件を操作しているとの

疑念が払しょくし得ない。

　　オ　令和４年３月３日、基町相生通地区第一種市街地再開発

事業は都市計画決定がなされ、これに伴い本事業区域は都

市再生特別地区として都市計画決定がなされた。

　　　　これにより、当該土地に関する価格形成要因が大きく変

化した。

　　カ　こうしたことを鑑定条件に付していないことは、明らか

に違法又は不当であり、その鑑定評価書による財産交換も

また、違法又は不当と言わざるを得ない。

　　　Ｂに関しては、広島市長に対して、早急に市営基町駐車場

の土地及び建物の鑑定評価を市街地再開発事業及び都市再生

特別地区を条件に付加してやり直し、その差額を広島商工会

議所に請求することを求める。

　　　なお、Ｂに関しては、財産交換という財務会計上の行為か

ら１年３月が経過しているが、以下の理由により正当な理由

がある。

　　　本当に価格が正当であったかについては、議会においても

議論がなされていたことは、承知していたが、強く疑問に感

じることになった時点は、鑑定評価を行った際には市街地再

開発事業は不確実なものと答弁した、令和４年６月である。

　　　この時点から、本格的に調査を始め、この時間（約４月）

を要したものである。

　（事実を証する事実証明書として次の書類が提出されている

が、添付を省略する。）

　　【事実証明書１】令和３年度当初予算説明資料
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　　【事実証明書２】広島商工会議所ビルに係る不動産鑑定評価

書（市長宛て部分）

　　【事実証明書３】市営基町駐車場に係る鑑定評価書（市長宛

て部分）

　　【事実証明書４】広島市財産評価委員会からの報告

　　【事実証明書５】市営基町駐車場に係る鑑定評価依頼書

　　【事実証明書６】市営基町駐車場に係る鑑定評価書（収益価

格部分）

　　【事実証明書７】広島商工会議所ビルに係る鑑定評価依頼書

　　【事実証明書８】広島商工会議所ビルに係る鑑定評価書（収

益価格部分）

　　【事実証明書９】令和３年度広島商工会議所収支決算報告

　　【事実証明書１０】広島市普通財産（不動産）貸付事務処理

方針

　　【事実証明書１１】無償貸付契約書書式

　　【事実証明書１２】普通財産貸付事務処理要領（国）

　　【事実証明書１３】財産交換の仮契約に係る決裁書

　　【事実証明書１４】不動産鑑定評価基準（国）

　　【事実証明書１５】令和４年６月議会の市都市整備局長の答

弁

　　【事実証明書１６】基町相生通地区第一種市街地再開発事業

の広島県の発表資料

　　【事実証明書１７】容積率増加による土地価格の上昇につい

ての、不動産鑑定士の見解（ネット情報）

　　【事実証明書１８】定期建物賃貸借契約書

　　【事実証明書１９】建物貸付料計算書

　　【事実証明書２０】公文書不存在通知書

　　【事実証明書２１】普通財産（不動産）貸付料算定基準

第２　請求の受理

　　本件措置請求のうち、請求事項Ａ（転貸借に係る部分）につ

いては適法な請求と認めるとともに、請求事項Ｂ（財産交換に

係る部分）については監査請求期間経過後の請求につき正当な

理由の有無を監査の過程において確認する必要があると認め、

令和４年１１月１１日に、同年１０月２８日付けでこれを受理

することを決定した。

第３　監査の実施

　１　請求人による証拠の提出及び陳述

　　　地方自治法第２４２条第７項の規定に基づき、請求人に対

し、証拠の提出及び陳述の機会を設けた。

　　　これを受けて、請求人は次のとおり、書類を提出するとと

もに当該書類に沿って陳述を行った。

　　　証拠の提出

　　　ア　提出日

　　　　　令和４年１１月１５日

　　　イ　提出された証拠

　　　　　「広島市長の財産交換に係る措置要求書の補足説明

（まとめ）」

　　　　　　（添付を省略する。）

　　　陳述

　　　ア　陳述日

　　　　　令和４年１１月２４日

　　　イ　主な内容

　　　　・　広島商工会議所ビルについて、広島商工会議所は、

広島市に対し賃料を支払っているが、それを上回る額

の管理委託料が広島市から支払われている。

　　　　　　一方、基町駐車場の方は、所有者である広島商工会

議所が駐車場使用料を徴収し、こちらも利益を上げて

おり、交換した財産から生ずる利益は全て広島商工会

議所が得るスキームとなっている。

　　　　・　基町駐車場周辺の再開発を鑑定依頼の条件に入れて

しまうと、格段に価額が上がることが想定されたた

め、鑑定評価を急いだのではないか。

　　　　・　この二つの広島商工会議所に有利な条件が合致して

初めて、この財産交換は成り立ったのではないか。

　２　広島市長（都市整備局都市機能調整部、道路交通局自転車

都市づくり推進課及び財政局管財課）の意見書

　　　広島市長に対し、意見書及び関係書類等の提出を求めると

ともに、広島市財産条例（昭和３９年広島市条例第８号）を

所管する観点からの見解等を求めたところ、令和４年１１月

１８日付け広都機第９８号により意見書の提出及び同年１２

月９日付け広都機第１０４号による補足意見書の提出があっ

た。なお、陳述は行われなかった。

　　　これらの意見書の主な内容は、次のとおりと整理できる。

　　　本市の意見

　　　　請求人の主張には理由がないため、本件措置請求は棄却

されるべきである。

　　　本市の意見の理由

　　　ア　経緯

　　　　　取得した広島商工会議所ビルについては、市有財産の

有効活用の観点からこれを貸し付ける一方で、再開発事

業で再開発ビルが完成（令和９年度頃）し、同ビルに広

島商工会議所が移転した後は、原爆ドームの背景の景観

改善という財産交換の大きな目的を実現するため、速や

かに解体することを予定しており、その際全ての賃借人

の円滑かつ確実な立退きを担保することを目的に、本市

は直接賃貸借契約を交わす広島商工会議所を含む賃借人

と定期建物賃貸借契約（貸付期間は令和８年度末まで）

を締結している。

　　　イ　市営基町駐車場の鑑定評価の条件について

　　　　　広島商工会議所ビル及び市営基町駐車場の鑑定評価額

は、不動産鑑定士により、令和３年１月１日を価格時点

として、その時点で客観的に予測される要因等を反映し

た評価結果に基づき、本市財産評価委員会の審議を経て

決定したものである。

　　　　　市街地再開発事業を鑑定評価に反映するには、少なく
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とも施行認可が必要であるとの不動産鑑定士の認識もあ

り、この度の鑑定評価の価格時点では、不動産鑑定士が

客観的にその実施を予測できる状況では到底なかった。

そういう状況にもかかわらず、仮に不動産鑑定士が単な

る見込みで織り込んだとすれば、恣意性が介在し客観

性、公平性を欠いた鑑定評価になると言わざるを得な

い。

　　　　　一方、市営基町駐車場の敷地は本市が唯一の土地所有

者として、その官公庁施設を廃止する方針で取り組んで

いたものであり、土地利用制限のある都市計画上の「一

団地の官公庁施設」の指定を除外しないまま鑑定評価を

行うことは財産の過小評価となり本市にとって不利にな

ることから、この指定がないものとして鑑定評価を行う

よう不動産鑑定士に依頼したものである。また、不動産

鑑定士の立場からしても、「一団地の官公庁施設」が指

定されたままであれば、民間には取得をする者がおらず

正常価格を算定することができないことから、指定はな

いものとして評価する必要があり、唯一の土地所有者た

る市の意向は、その指定が除外されることを客観的に予

測し得る要因となるとのことであった。

　　　ウ　広島商工会議所ビルのテナントに関し転貸借を認めて

いることについて

　　　　ア　貸付料の算定について

　　　　　　本市が財産交換により取得した広島商工会議所ビル

は、前記アのとおり、財産交換後、短期間で全ての賃

借人に立ち退いてもらう必要がある極めて特殊な不動

産である。

　　　　　　こうした特殊な制約のある不動産の貸付料は、一般

的に市場よりも相当に低く評価されるものであるが、

その参考となる近傍類似事例等が存在せず、また、客

観性のある確立された評価手法もないため、広島商工

会議所ビルの貸付料の算定に当たっては、本市「普通

財産（不動産）の貸付料算定基準」の基準どおり、直

近の基準年度の固定資産税評価相当額を用いた額とし

ているのであって、当該貸付料の算定は、「広島市財

産条例」及び「普通財産（不動産）の貸付料算定基

準」に照らして、何ら違法又は不当な点はない。

　　　　イ　転貸借について

　　　　　　広島商工会議所ビルの所有権の移転後、通常は借地

借家法第３１条の規定により、賃貸人たる地位が新た

な所有者の本市に承継され、改めて賃借人（テナン

ト）との間で契約を締結し直すことなく、普通借家契

約という契約形態や貸付料、特約など全て従前と同じ

内容の賃貸借契約が承継されることになる。

　　　　　　そうなれば、請求人の主張するように本市が直接各

テナントから従前と同額の貸付料を得ることにはなる

が、一方で従前の普通借家契約を承継するため、テナ

ントに令和８年度末までの立退きを強制する手段がな

く、立退きに係る交渉や立退料が発生した場合の費用

は全て本市が負うことになる。

　　　　　　本市としては、令和８年度末までに広島商工会議所

を含む全てのテナントに立ち退いてもらう必要がある

と考えており、３０を超えるテナントと本市が短期間

のうちに個別に交渉し、期限までの確実な立退きを担

保することは困難なため、転貸借という現状の契約形

態としたものであり、この転貸借は本市条例等で禁止

されているものではない。

　　　　　　請求人の指摘する貸付料と転貸貸付料の差額につい

ても、転貸人が移転交渉及び移転補償を行うという本

件契約の特殊性を併せて考えるならば、当該差額に相

当する損害は発生していない。

　　　エ　結論

　　　　　以上のとおり、請求人が主張する内容について、いず

れも理由がなく、また本市には何ら損害が発生していな

いことから、本件措置請求は棄却されるべきである。

　３　監査対象事項

　　　請求事項Ａ（転貸借に係る部分）について

　　　　請求人は、市と広島商工会議所が令和３年６月２５日付

けで締結した財産交換契約（以下「財産交換契約」とい

う。）に基づく財産交換（以下「財産交換」という。）に

より市が取得した広島商工会議所ビル（以下「本件ビル」

という。）の管理について、令和３年８月１日付けで締

結した定期建物賃貸借契約（以下「本件賃貸借契約」とい

う。）に基づき、広島商工会議所による転貸借を認め転貸

人として利益を上げさせ、市に利益が上がらない状態とし

ていること、また、仮に転貸借を認めるとしても、時価と

大きく乖離する貸付料で広島商工会議所に貸付けを行って

いることは、財産の適正な管理を怠るものであると主張し

ており、これは違法又は不当な財産の管理に当たるものと

の主張と解する。

　　　　この主張を踏まえ、次の点について監査する。

　　　ア　市が賃貸人たる地位を広島商工会議所に留保したこと

及び広島商工会議所に賃貸したことは違法又は不当であ

るか。

　　　イ　転貸借された部分について、市が算定した貸付料が時

価に比べ著しく低額で、貸付けが継続されていることは

違法又は不当であるか。

　　　請求事項Ｂ（財産交換に係る部分）について

　　　　請求人は、市営基町駐車場の鑑定評価依頼の条件とし

て、基町相生通地区において第一種市街地再開発事業及び

都市再生特別地区に係る都市計画決定が予定されていたこ

とが付されないまま行われた鑑定評価書に基づく価格によ

る財産交換は、違法又は不当であると主張しており、これ

は財産交換契約が違法又は不当であるとの主張と解する。

　　　　この主張を踏まえ、次の点について監査する。

　　　ア　本請求事項が監査請求期間の経過後の請求であること

について、正当な理由があるか否か。
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　　　イ　仮に適法な請求であるとしたとき、財産交換契約は違

法又は不当であるか。

　４　監査の実施内容

　　　請求人から提出された広島市職員措置請求書及び事実を証

する書類、請求人の陳述の内容、広島市長から提出された意

見書のほか関係書類を確認するとともに、関係職員への聴取

りを行うなどして監査した。

第４　監査の結果

　１　事実の確認

　　　財産交換に係る財産の概要

　　　ア　本件ビル

　　　　　市が財産交換により取得した本件ビルは広島市中区基

町に所在する鉄骨鉄筋コンクリート造り地下２階付き１

２階建ての建物であり、床面積延べ１万３，８１８．４５

平方メートル、土地は面積１，７８８．４５平方メートル

である。

　　　イ　市営基町駐車場

　　　　　市が財産交換に供した市営基町駐車場は広島市中区基

町に所在する鉄筋コンクリート造り地下１階付き７階建

ての建物のうち１階から７階までの部分であり、専有部

分の床面積延べ１万９，８７１．５１平方メートルのうち

１万７，４５６．０８平方メートル、土地は面積４，１５

５．５４平方メートルに対する建物の敷地権の割合であ

る。

　　　本件ビルの取得の経緯等

　　　　本件ビルを取得した経緯等を整理すると、次のとおりで

あると認める。

年月日 内容

平成30.9月
市が広島商工会議所に対し、本件ビルの移
転・建替えについて、市営基町駐車場周辺
の再開発事業として検討することを提案

令和2.12.11
市が等価交換に係る財産の不動産鑑定評価
を不動産鑑定士に依頼

令和3.2.4
市議会都市活性化対策特別委員会におい
て、再開発事業について説明し、財産の鑑
定評価、等価交換、貸付料等について答弁

令和3.2.8 令和３年度広島市当初予算案を公表

令和3.3.8
市議会令和３年度予算特別委員会におい
て、等価交換の理由及び内容、不動産鑑定
評価の方法等について答弁

令和3.3.18 不動産鑑定士が不動産鑑定評価書を提出

令和3.3.22
市財産評価委員会が市に各財産の評価結果
を報告

令和3.3.24

市議会令和３年度予算特別委員会におい
て、財産交換に係る交換差金3,400万円を
減じた修正議案を否決し、令和３年度広島
市当初予算案原案を議決

令和3.3.25

市議会本会議において、財産交換に係る交
換差金3,400万円を減じた修正議案を否決
し、令和３年度広島市当初予算案原案を議
決

　　　　　注　市議会本会議及び委員会については、市ホーム

ページにおいて当日に生中継又は開催後１週間程度

以内に録画等が配信されるとともに、半年から１年

以内に議事録が公表されている。

　　　本件ビルの利用及び管理の状況

　　　ア　広島商工会議所への貸付状況

　　　　　市は本件ビルのうち、約７，７８６平方メートルを広

島商工会議所に賃貸し、広島商工会議所はこのうち約

３，８６４平方メートルを第三者への転貸部分とし、そ

の余を自己利用している（令和３年８月１日　賃貸借契

約時当初）。

　　　イ　広島商工会議所への貸付部分以外の状況

年月日 内容

令和3.3.27
中国新聞が、広島商工会議所議員総会で財
産交換が承認された旨を報道（各財産の評
価額、交換差金の記載有）

令和3.4.29

中国新聞が、2021年夏頃に財産交換が行わ
れる旨を報道（各財産の評価額、交換差
金、仮契約締結予定、財産交換議案の提出
予定等の記載有）

令和3.5.25
市・広島商工会議所の間で財産交換仮契約
を締結

令和3.6.2 財産交換議案を公表

令和3.6.22
市議会本会議において、賃貸借契約につい
て答弁

令和3.6.25
市議会本会議において、財産交換議案を議
決。市・広島商工会議所の間で財産交換契
約の締結

同日

市・広島商工会議所の間で財産交換契約に
基づく覚書を締結（以後の本件賃貸借契約
の締結、転貸借契約の容認、転貸借契約の
定期建物賃貸借契約への原則移行、本件賃
貸借契約終了時の費用負担区分、所有権移
転後の管理業務の委託など）

令和3.7.13

中国新聞が、６月25日の財産交換議案議決
を受けた財産交換契約の締結、８月１日の
財産交換実施予定について報道（各財産の
評価額、交換差金の記載有）

令和3.7.15
ひろしま市民と市政（７月15日号）におい
て、８月１日の財産交換実施について記事
掲載

令和3.8.1 市営基町駐車場の用途廃止

同日
財産交換契約に基づく財産交換（所有権移
転）を履行

同日
市・広島商工会議所の間で本件賃貸借契約
を締結

令和3.9.2
市議会都市活性化対策特別委員会におい
て、再開発事業について説明し、財産交換
後の事業の進め方について答弁

令和3.12.10
市議会本会議において、鑑定評価条件の妥
当性、鑑定評価書を非公表とした理由等に
ついて答弁

令和4.2.15
市議会本会議において、鑑定評価書を開示
することとした理由、財産交換の時期の妥
当性等について答弁

令和4.6.13
市議会本会議において、鑑定評価における
具体的な判断手法等について答弁



―６６―　第１１１２号 令和５年１月３１日広 島 市 報

　　　　　広島商工会議所への貸付部分以外については、市の専

有部分又は共用部分であり、市の専有部分について市の

事務事業の目的に沿った利用希望があれば、市が直接定

期建物賃貸借契約を締結して貸付けを行っており、財産

交換後、新たに民間事業者等数団体に貸し付けている。

　　　ウ　本件ビルの管理の状況

　　　　　市は本件ビルの共用部分等の維持管理については、次

の業務を広島商工会議所に委託している。

　　　　・　業務内容：来館者等対応業務、鍵等の管理業務、光

熱水費・共益費に関する業務、各種損害

保険の手続業務、清掃業務、警備業務な

ど

　　　その他請求事項に関する事実

　　　ア　賃貸人たる地位を広島商工会議所に留保する旨及び広

島商工会議所に賃貸する旨の合意に関する事実

　　　　ア　令和３年６月２５日付けの財産交換契約の内容

　　　　　　財産交換契約においては、財産交換後の本件ビルの

利用等について、別途覚書を締結する旨を取り交わし

ている。

　　　　イ　令和３年６月２５日付けの覚書の内容

　　　　　　財産交換契約の規定に基づき締結した覚書（以下

「覚書」という。）においては、令和３年８月１日か

ら令和９年３月３１日までを賃貸借期間とし、本件ビ

ルの一部（広島商工会議所が自己利用する部分及び転

貸を予定する部分）を対象として、市と広島商工会議

所が定期借家契約を締結する旨について合意すると同

時に、広島商工会議所による第三者（以下「テナン

ト」という。）への転貸についても合意している。

　　　　　　また、広島商工会議所は、転貸を予定している部分

に従前からのテナントがいる場合は、令和３年８月１

日以降の賃貸借継続の意思を確認し、原則として当該

テナントと改めて定期借家契約を締結するとともに、

令和９年３月３１日までにテナントを退去させ、自己

利用部分を含めた賃貸借部分を市に返還することとさ

れている。

　　　　ウ　令和３年８月１日付けの本件賃貸借契約の内容

　　　　　　覚書の規定に基づき締結した本件賃貸借契約におい

ては、令和３年６月２５日の財産交換契約成立時にお

いて広島商工会議所がテナントとの間で締結している

賃貸借契約により貸し付けている部分の賃貸人たる地

位を広島商工会議所に留保することに合意するととも

に、市は当該貸付部分を当該テナント以外を含むテナ

ントに転貸することを承諾している。

　　　　　　また、貸付期間の満了時には、広島商工会議所の責

任において直ちにテナントを退去させるとともに残置

物も撤去させた上で賃貸借部分を明け渡すこととする

ほか、明渡しに際し、広島商工会議所は移転料、立退

料、営業廃止の補その他名目を問わず、市に対し一

切請求できない旨が定められている。

　　　　エ　以上の方法を採用した市の考え方

　　　　　　このことについて、市長は「取得した本件ビルの有

効活用の観点からこれを貸し付ける一方で、再開発ビ

ルに広島商工会議所が移転した後は、原爆ドームの背

景の景観改善という財産交換の大きな目的を実現する

ため、速やかに解体することを予定しており、その際

全ての賃借人の円滑かつ確実な立退きを担保すること

を目的に、本市は直接賃貸借契約を交わす広島商工会

議所を含む賃借人と定期建物賃貸借契約を締結してい

る」と説明している（第３の２アのとおり）。

　　　イ　市と広島商工会議所の間の本件賃貸借契約に係る貸付

料の算定に関する事実

　　　　　広島商工会議所への貸付けに係る貸付料について、市

は、普通財産（不動産）の貸付料算定基準（以下「貸付

料算定基準」という。）１の規定により、固定資産税

評価相当額に準じた額を建物の評価額の基準とするなど

して、これを算定していた。このほか、屋外平面駐車

場、屋内設置自動販売機、屋上設置テレビ放送用カメラ

及び通信用基地局設備に係る貸付料を貸付料算定基準等

により算定していた。

　　　　　このことについて、市長は「本件ビルは、財産交換

後、短期間で全ての賃借人に立ち退いてもらう必要があ

る極めて特殊な不動産であり、こうした特殊な制約のあ

る不動産の貸付料は、一般的に市場よりも相当に低く評

価されるものであるが、その参考となる近傍類似事例等

が存在せず、また、客観性のある確立された評価手法も

ないため、貸付料の算定に当たっては、本市「普通財産

（不動産）の貸付料算定基準」の基準どおり、直近の基

準年度の固定資産税評価相当額を用いた額としている」

と説明（第３の２ウアのとおり）しており、この点に

ついて、監査で確認したところ、市長は、不動産鑑定士

からあらかじめ意見を聴取し、同様の見解を得ていた。

　　　　　また、市は、転貸借部分を除き、広島市財産条例第５

条の規定により、時価よりも低い価額で貸し付けること

とし、具体的には広島市財産事務取扱要領第３の６にお

いて準用する同要領第３の２の特別措置の規定を適用

し、広島商工会議所の自己利用部分のうち自用の事務室

部分について５０％、有償で運営される会議室等の部分

について３０％の減額措置を講じていた。

　２　判断

　　　請求事項Ａ（転貸借に係る部分）について

　　　ア　市が賃貸人たる地位を広島商工会議所に留保したこと

及び広島商工会議所に賃貸したことは違法又は不当であ

るか。

　　　　　市が財産交換により適法に取得した本件ビルについて

は、民法（明治２９年法律第８９号）第６０５条の２第

１項の規定により、その賃貸人たる地位は市に移転さ

れ、従前の賃貸人である広島商工会議所が従前のテナン



第１１１２号　―６７―令和５年１月３１日 広 島 市 報

トから得ていた貸付料の徴収権も移転されることとな

る。しかし、同条第２項前段の規定により、譲渡人たる

広島商工会議所との間の合意により従前の賃貸人である

広島商工会議所にその地位を留保することも可能であ

り、当事者双方がその合意をするか否かは各当事者の合

理的な判断に委ねられている。

　　　　　市長からの意見書によれば、市は、民法第６０５条の

２第１項の規定によることとすれば、従前と同じ内容の

賃貸借契約が市に承継され、請求人の主張するように市

が直接各テナントから従前と同額の貸付料を得られるこ

とを承知していたものと認められる。

　　　　　しかしながら、市によると、本件ビルを原爆ドームの

背景の景観改善という行政目的を実現するため取得した

ものであるから、令和９年度頃に再開発ビルが完成した

後に、本件ビルを速やかに解体することを予定してお

り、解体までの間は市有財産の有効活用の観点からこれ

を貸し付ける一方で、解体の際には立退きに係る交渉や

立退料を市が負うことなく、テナントの円滑かつ確実な

立退きを担保することを目的に、市は広島商工会議所と

本件賃貸借契約を締結し、賃貸人たる地位を広島商工会

議所に留保した上で転貸借を認め、テナントの立退きに

係る責任や費用負担については広島商工会議所が全面的

に負うこととしたものと説明している。

　　　　　監査で前記１アイの覚書その他の文書を検分したと

ころ、実際にそのような内容が担保されていることが認

められた。

　　　　　以上を踏まえれば、市長は、原爆ドームの背景の景観

改善を行政目的として取得した本件ビルについて、その

解体までの間の有効活用として貸付けを行うこととする

一方で、解体までにテナントの退去を円滑に終えること

や、その際の市の負担の軽減を図ることの必要性など諸

般の事情を総合的に勘案して、民法第６０５条の２第２

項前段の規定により、市が賃貸人たる地位を広島商工会

議所に留保する旨及び広島商工会議所に賃貸する旨を広

島商工会議所との間で合意したものと認められ、このこ

とについて、当事者の一方の市としての市長の判断に違

法又は不当な点があったとは認められない。

　　　イ　転貸借された部分について、市が算定した貸付料が時

価に比べ著しく低額で、貸付けが継続されていることは

違法又は不当であるか。

　　　　　地方自治法第２３７条第２項において、「第２３８条

の４第１項の規定の適用がある場合を除き、普通地方公

共団体の財産は、条例又は議会の議決による場合でなけ

れば、（中略）適正な対価なくしてこれを（中略）貸し

付けてはならない」とされている。

　　　　　この点について、広島市財産条例第９条第１項では、

普通財産の貸付料の額は適正な時価により評定した額と

され、その具体を定めた貸付料算定基準では、原則とし

て、建物の貸付料は当該建物の再調達価額又は固定資産

税評価相当額から算出した額に、当該建物が所在する土

地の固定資産税評価相当額を基に算定した土地の貸付料

相当額を加算して算出することとされ、例外的に調整措

置として、貸付料の額が近傍類似の民間賃貸事例に比較

して著しく高額又は低額と認められる場合、その他この

基準により算定することが適当でないと認める場合は、

財政局長の承認を得て貸付料を別に定めることができる

とされている。

　　　　　本件ビルについて、市長は意見書で、財産交換後短期

間で全てのテナントに立ち退いてもらう必要がある極め

て特殊な不動産であり、こうした制約のある不動産の貸

付料は、一般的に市場価値よりも相当に低く評価される

ものであるが、その参考となる近傍類似事例等が存在せ

ず、貸付料算定基準の原則により算定したものであり、

妥当であるとしている。

　　　　　監査で前記１アイの覚書その他の文書を検分したと

ころ、テナントを令和９年３月３１日までに退去させる

べく、広島商工会議所に対しテナントへの意思確認の上

改めて定期借家契約を締結することを求めるなどの措置

が講じられていることが認められた。

　　　　　また、前記１イのとおり、市長は不動産鑑定士から

意見を聴取していた。

　　　　　以上を踏まえれば、貸付料算定基準の適用に当たり、

調整措置の検討が必要となる「貸付料の額が近傍類似の

民間賃貸事例に比較して著しく高額又は低額と認められ

る場合」には当たらないものとして、原則に従って算定

することとした市長の判断に違法又は不当な点があった

とは認められない。

　　　ウ　結論

　　　　　請求事項Ａ（転貸借に係る部分）については、違法又

は不当な財産の管理に当たらないと認められる。

　　　請求事項Ｂ（財産交換に係る部分）について

　　　ア　本請求事項が監査請求期間の経過後の請求であること

について正当な理由があるか。

　　　　　本請求事項については、財産交換契約の締結の日であ

る令和３年６月２５日から請求のあった令和４年１０月

２８日までに１年以上経過しているが、正当な理由があ

る場合には１年を経過していても請求ができることとさ

れている（地方自治法第２４２条第２項ただし書）。

　　　　　この正当な理由については、「特段の事情のない限 

り、普通地方公共団体の住民が相当の注意力をもって調

査すれば客観的にみて上記の程度（監査請求をするに足

る程度）に当該行為の存在及び内容を知ることができた

と解される時から相当な期間内に監査請求をしたかどう

かによって判断すべきものである」（平成１４年９月１

２日最高裁判例）とされている。

　　　　　監査したところ、市議会での審議や市による広報、報

道などの経緯（前記１のとおり）を見る限り、財産交

換契約の内容は、随時、本市住民に知れるところとなっ
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ており、令和３年６月２５日の契約締結の前後から１年

を経過するまでの間において、客観的にみて監査請求を

するに足りる程度に財務会計上の行為である財産交換契

約が締結された事実の存在及び内容を知ることができた

というべきである。

　　　　　よって、令和４年６月の市議会における市の答弁によ

り強く疑問を感じ調査を開始したため監査請求期間を経

過したことにつき正当な理由があるとする請求人の主張

は採用できず、財産交換契約の締結の日である令和３年

６月２５日から１年を経過してなされた本請求事項につ

いては、正当な理由があると認めらない。

　　　イ　結論

　　　　　請求事項Ｂ（財産交換に係る部分）については、不適

法な請求であると認められる。したがって、この請求事

項については監査は行わない。

　３　結論

　　　請求人が行った本件措置請求のうち、請求事項Ａ（転貸借

に係る部分）については、理由がないものであることから請

求を棄却し、請求事項Ｂ（財産交換に係る部分）について

は、不適法な請求であるからこれを却下する。

第５　意見

　　本件ビルについては、解体によって景観改善という行政目的

を確実に実現するため、市において、広島商工会議所による転

貸部分に係る契約の推移やテナントの退去の状況を定期的に把

握するとともに、貸付料の変動要素の変化を注視し、必要に応

じて適切な措置を講ずるなど、解体までの間、円滑に維持管

理・運営することが求められる。

　　また、他都市では、大規模な公有財産の貸付けの場合におけ

るその貸付料の決定に際し、慎重かつ専門的な判断を経る手続

を設けている例が見られることから、そうした事例を調査する

などして、本市でも制度の改善を検討されたい。
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